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は　じ　め　に

　本稿の課題は次の三点である。第一は，第一次石油危機以降の日本経済に関

する四半期マクロ 計量経済モデノレの推定である。石油危機を契機とする低成長

経済への移行は当然の事ながら「経済構造」の変化を伴っている。国内外の杜

会的 ・制度的条件の変化（資源価格の上昇や変動相場制への移行などが一例），およ

びそれらに対応して生じた国内諸経済主体の行動様式の変化である。このよう

な現実の経済に生じ。た「構造変化」は，それ以前の経済を模写の対象として推

定された計量モテノレの持つ現実の経済との対応関係を多かれ少かれ損わずには

おかない。石油危機以降の低成長経済の計量分析のためには，それ以前の高度

成長期をデータ期問として含またい計量モデ ノレが少なくともより望ましいと言

えよう 。筆者も参加した日本経済の民主的改革を内容とする研究会で使用した
　　　　　　　　　　　　　　１）
基本モデノレ（以下ｒ改革モデノレ」と略称）は主としてデータの制約から１９７０～１９８１

年を推定期問とする四半期モテノレであ った。石油危機以後１２年，現在では利用

　　　　　　　　　　　　　　　　（９２９）
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可能なテータ期問も１０年４０四半期近くになり ，石油危機後を推定期問とする計

量モデノレの作成を可能にしている。推定作業の結果，二度にわたる石油危機の

時期を含むいわば激動期を対象にしたにもかかわらず，かなり良く現実の経済

をフォローしうるモデ ノレを得ることが出来た。ここで推定したモデル（ＲＵ－ＰＯＪ

Ｖｅｒ－１Ｍ１ｏｄｅｌ）は今後，予測や政策シミュレーショソを行う際の一応のべ 一スと

たり得るものと思われる 。

　第２の課題は，石油危機を契機として生じていると思われる目本経済の「構

造変化」に計量的に接近 ・分析することである。その際，生産量や雇用量の決

定， 価格設定や設備投資量の決定たと企業の諸決定や，消費や賃金要求なと労

働者の行動のありかたなどの変化が，投資函数や消費函数のそれぞれにおいて

どのような変化をもたらすかを分析することは重要であるが，それだけでは十

分ではない。これら諸経済主体の行動変化が，これらの相互連関として形成さ

れる経済全体の変化をどのように生みだすのかを分析することが必要である 。

このためには，局度成長の期問についてのマクロ 計量モテ ノレを作成し，これを

成長低期についてのマクロモデ ノレ と比較することが必要とたる。本稿では ，

１９６５年～１９７３年を推定期間とする四半期モテルを推定し，これと石油危機後の

モデ ノレ との比較を試みている。もとより ，計量経済モデノレのワーキソグは，或

る推定式中の説明変数一個を他のものに入れかえるだげで変化する可能性があ

るだげに，そもそも二つのマクロモデノレのワーキソグの差によっ てそれぞれの

時期の「経済構造」の差を説明できるのかとうかという方法論的な間題が存在

しないわげではない。われわれはこの問題を，両モデルにおげる説明度数選択

を出来うる限り共通のものにすることによっ て， 換言すれぱ両者の「構造変

化」をはぼバラメータの大きさの差に限定することによっ て回避することを試

みた。例えは，投資はとの期間であれ利潤率の動向によっ て左右されるが，し

かしその左右される程度は両期問では異る，と考える訳である。また，全体と

しての「構造変化」の分析は政策効果の差について行った。具体的には，政府

の財政 ・金融政策の政策効果が二つの期剛こついて差があるといえるのかどう

か， また，どの程度の差であるのかを二つのモデルによるシミュレーショソに

　　　　　　　　　　　　　　　　（９３０）



　　　　　　　　　　　　　構造変化と政策効果（山田）　　　　　　　　　　　　１７５

よっ て分析を試みたわげである 。

　第３の課題は，上で述べた第２番目の課題と関連するが，最近論議されてい

る問接税増税に関して，その政策効果を法人税増税と比較してシミュレーショ

ソ分析を試みることである 。

１　 モテルの基本的構造

　本稿での二つのモデルはともに基本的にはｒ改革モデノレ」の特徴を踏まえた

ものであるが，いくつかの点で修正を行な った。以下，修正点も含めてこれら

のモデルの基本的特徴を説明しよう 。

　第一点は生産物に対する総需要と，総供給あるいは総供給能力のあいだの不

均衡をモデルに明示的に取り入れている点である。総需要と総供給の不一致は

意図せざる在庫品の増加とたり ，在庫水準のいかんが市場の需給状態を反映す

る指標として企業の次期以降の生産 ・供給決定にフィーノレドバ ックする。同時

に， 現実には使用されなかった生産余力もまた，需要と供給能力との不均衡と

して次期以降の企業の諸決定に影響を及ぼすことはいうまでもない。いわば前

者が起ってしまっ た不均衡であるに対して，後者は事前の「生産調整」によっ

て生産物の過剰という意味では顕在化しなかった１潜在的不均衡である（資本の

過剰という意味で顕在化しているにもせよ）。 「改革モデノレ」はこの二つの不均衡を

ともに明示的にモデルに取り入れていたのであるが，本稿のモデノレでは後者の

みを考慮している。即ちｒ改革そテ ノレ」に於て，それぞれ別個に決まる総需要

と総供給の差として内生化されていた在庫品増加を外生変数とするように修正

を行な った。従ってそこでは，総供給は消費需要や設備投資需要なとの（在庫

品増加を除く）需要合計と外生的に与えられる在庫品増加の合計として決めら

れることになり ，総供給と新たに導入した生産能力函数で決まる生産能力との

比として稼働率が決められる訳である。このような修正を行った理由は二つあ

る。 第一はモデノレの推計に関する技術的な理由であ って，総需要と総供給の差

として決まる在庫品増加を商品市場の需給状況を表わす戦略的な変数としてモ

　　　　　　　　　　　　　　　　（９３１）
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デノレを構成すると，各需要項目や総供給量の誤差がすべて在庫品増加に累積し ，

それらの誤差がこの変数を経由してモデ ノレ全体に波及してしまい，モデル全体

の現実追跡能力を損いがちたことである。第２の理由は現実の在庫品増加の内

容に関わる点であ って，周知のとおり現実の在庫品増加は，需給不一致の結果

売れ残った意図娃ざる在庫と，取引動機および投機的動機に基づく意図した在

庫投資との合計であると考えられるから，「改革モデノレ」の定式化では後者を

捨象することになる。意図した在庫投資が景気の動向に占める重要性は小さく

ないから，とりわげ比較的短期の予測用モデノレの場合，これらの要因を考慮し

た在庫品増加の推定式を用いることが望ましいと思われる。しかし，いくつか

推定を試みたが，現在までのところ満足しうる結果は得られなかった。なお ，

本稿のモデノレでは稼働率のはかに需給の不均衡を表わす変数として ，ｙｌＫ一。 お

よび（ｙ一の／Ｋ．。 を用いている。資本ストック（Ｋ）はその時点の生産能力を規

定する重要な要因であるから簡単にｙＣ五１）（生産能力）＝ぴ ・Ｋ一。 とおげば，これ

らの変数はそれそれ去（。紬と 去（姜設 とた１ ，１ｌ」者は稼鮪後者
は生産能力に対する（在庫増以外の）総需要の比（の 去倍）を表わしていること

がわかる 。

　モデノレの基本的特徴の第二の点は，企業の価格決定のありかたが原則として

マーク ・アッ プ原理に基ついていると想定していることである。国民経済の基

幹部分が大企業群によっ て占められる現代の経済は，生産物市場におげる需給

不均衡が価格の変動によっ てクリアーされるような古典的た市場構造を支配的

なものとしては持たない。そこでは個別資本として出来る限りの需要予測に基
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
ついた生産量（稼働率）の決定と，単位生産費用に一定のマーク ・アッ プ率を

かげることによる価格の設定が支配的となる。なお，マーク ・アッ プ率自体は

商品市場の状況に応じて変動するのであり ，このモデノレでは稼働率と，前述の

（ｙ－１）／Ｋ
．。 （即ち，ある種の需給（ｒ給」は供給能力）比率）のいかんによっ て決ま

ると想定している 。

　第三の基本的特徴は今目の最も重要な間題のひとつである赤字国債発行を内

生的にモデルに取りいれている点である。「改革モデル」と同様このモデノレで

　　　　　　　　　　　　　　　　（９３２）
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も， 所得と政策バラメータたる税率で決まる税収等の歳入と財政支出の差を補

填するものとして発行される国債や地方債が，利子率や預金通貨量に影響を与
え， 利子率が民問設備投資に影響するものと想定している。これにより国債発

行の経済効果が分析しうるわげである
。

　最後に・石油危機以降の変動相場制下の径済を推定期問とする以上当然のこ

とであるが為替 レートを内生化しており ，海外諸国からのイソパクトおよび国

内経済の動向が為替 レートをどう変化させ，逆に為替 レートの変化が国内経済

にどう影響するかを分析できるようにしている。ただし，為替 レート変動を左

右する要因のひとつである長期および短期の資本収支は内生化するに至ってい

ない。短期資本収支については内外の金利差が説明変数として一応考えられる

が， 推定の結果は全く満足すべきものではなかった。今後の課題のひとつであ

る。

　モデルの各経済変数のあいだの関連を示したものが第１図である。高度成長

期モデノレおよび低成長期モデ ノレ とも，内生変数６９個，外生変数３７個（ダミー変

数は除く）の中型モデルとな っている 。尚，「改革モデノレ」は内生変数８５個，外

生変数３９個（ダミー変数は除く）であったから，内生変数が相当数減少している

ことになる。これは，国内総支出や市場価格表示の国民所得たどのように国民

経済計算で周知の定義式によりモデノレの他の変数から簡単に計算できるいくつ

かの変数の他に，主なものとしては次の変数を内生変数から除いたことによる
。

第１は民問住宅投資である。これを外生変数に変更した理由は石油危機以後の

住宅投資がそれ以前の高い伸び率から一転して横ばいないしは縮小とたり ，高

度成長期問のように実質可処分所得と利子率だげでは到底説明できない状態と

なっ たことである。これらの変数と地価上昇率，全国銀行住宅融資額などの変

数を組み合せた場合も決定係数や符号条件，係数の有意性の点で問題があり ，

比較的説明力が高いものとして ，

ヱＨ＝一１５１・２ｗＲ＋ｏ・１９６（”／１つｃ）一〇．０１６ＫＨ
．。

　　　　（一５．７）　（３．１）　　　（一３．８）

　　　１…２＝Ｏ．７０８　　　　Ｓ１，＝１０３．１　　　　１フＷ＝１ ．７１

　　　　　　　　　　　　　　　　（９３３）
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　　　　３）
を得たが（ＫＨは住宅資本ストック，ＫＨ＝ＫＨ．。十〃），住宅資本ストックの増大

が住宅投資を抑制するという関係が高度成長期には妥当せず，またこの問の住

宅投資の不振をこの要因で説明することの妥当性など問題が残ることから，結

局両モデ ノレ とも住宅投資函数を除くこととな った 。

　第二に資本の純除去（五）を外生変数に変更した。これは高度成長期剛こおけ

る推定式のフィットが極めて悪く ，両モデノレのバラソスの点からこれを外生と

した訳である。低成長期間におけるフィヅトは良好なので，石油危機後モテ ノレ

を単独で利用する際にはこれを内生化することが必要である
。

　さて，両モデルの推定期問は高度成長期モデルが１９６５年第１四半期～１９７３年

第３四半期の３５四半期であり ，低成長期モデノレは１９７４年第４四半期～１９８３年第

１四半期の３４四半期である。第１次石油危機直後の１年間を除いたのは，高度

成長期から低成長期へのいわば激しい「移行期」であるという想定による 。こ

うすることによっ て両期問の長さをほぼそろえることにもな った 。

２　主要な推定式の計測結果

　モデノレは本稿末尾に掲載した方程式体系に見られるように，（１）支出（実質，名

目），（２）分配，（３）デフレータ ，（４）労働 ・賃金，（５）財政，（６）金融，（７）国際収支の

以上７つのブ ロックから構成されている。このうち
，（１）， （３）

，（４）について，主

な推定式の計測結果を，二つのモデ ノレを対比しつつ簡単に説明しておく 。

　（１）支出ブ ロック

　ａ．民間最終消費支出

　家計部門の消費支出については，これを実質可処分所得（ＸＤ／ｐＣ），期首の

実質資産残高（ＳＳＨ．１／１っ０），および前期の消費支出で説明する定式化を試みた

が， この説明変数の組み合わせでは，低成長期の推定式で犯／ＰＣが有意で

はなかった。そこで，ここからＣ．。 を除いた定式化を行い，推定結果も一応

良好であ ったが，モデル全体のファイナノレ ・テストにおいて推定値が振動する

原因とたったので，結局次の定式化を採用した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（９３５）
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　〔高度成長期〕

　Ｃ＝５０１．０＋Ｏ．２４９（ｙ工）／ＰＣ）十〇．６８４Ｃ
．１

　　（２．６５）（３．１０）　　　（６．３７）

　　　 ＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
　　　Ｒ２＝Ｏ．９９８　　　　，Ｓ二Ｅ＝１４２．０　　　　１フＨ＝１ ．２０

　〔低成長期〕

　０＝一１０７３．７＋ｏ．１８（ｒＤ／．Ｐｃ）十〇．８２６ｃ
．１

　　　（一１．２８）（１．６６）　　　（７．９２）

　　　１…２＝Ｏ．９９３　　　　，Ｓ－Ｅ＝１５７．５　　　　１）１７＝２．３７

　消費習慣（デ ューゼソベリー効果）を表わすと考えられる前期の消費支出への

依存の度合が低成長期にはより大きくたり ，逆に実質所得に対する限界消費性

向は小さくなっており ，所得の変化に応 ’じた望ましい消費支出への調整スピー

ドが遅くたっていることを推計結果は示している。限界消費性向の低下は当然

経済全体の乗数の低下（これは後にモデル全体で乗数分析を行う）の要因のひとつ

となろう 。

　ｂ．民問設備投資（蓄積率）

　企業は設備投資（蓄積率）の大きさを，生産物市場の需給状態およひ利潤率

の水準たどの短期的要因のいかんにより従来の投資の水準を修正することによ

って決定するものと想定し，これに利子率を加えて次の推計結果を得た 。

　〔高度成長期〕
　　　　　　　　　　２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２
　ＧＲ＝１，７３４＋ｏ．０２咽五Ｐ．５／２－ｏ．３９４瓜Ｒ ．。 十６．５０収（ｙ／Ｋ一。

）．１／２＋ｏ・８９６ＧＲ

　　　　　　　　　仁１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仁１
　　　（２．１７）（Ｏ．２７）　　（一３．４７）　　（４．４９）　　　　（１１．３９）

　　　１｛２＝Ｏ．９６４　　　　Ｓ１，＝Ｏ．１０５　　　　１）Ｈ＝＿１ ．３４

　〔低成長期〕
　　　　　　　　　　　２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２
　ＧＲ＝０４１５６＋ｏ０２咽ＲＰ

．、
／２－ｏ０２１ヱ服 ．。十０６咽（ｙｌＫ

一。）、，／２＋０８６５ＧＲ

　　　　　　　　　　 ｛６１　　　　 ’　　　　　　　 仁１
　　　　（２．６２）（１．６１）　　（一２．４１）　（０．６６）　　　　（１６．０８）

　　　長２＝Ｏ．９８６　ＳＥ＝Ｏ．０３３　刀Ｈ＝Ｏ．８４

　この結果から次の２点が指摘できよう。第１は利子率の係数が低成長期に至

って大変小さく（絶対値で）なったことである。この点は企業の金融機関から

の投資資金借入依存度の低下を反映しているとも考えられよう 。ともあれ・投

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９３６）
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資の利子率への反応係数の低下は利子率操作政策の効果を小さくすることにな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２る。 第２の点は生産設備の稼働状態を表わす変数　（ｙｌＫ．、）一ヶ／２の係数がや
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仁１
はりかたり大幅に縮小していることである。需要が増大して稼働率が上昇して

も・ 設備投資の増加につながり難くたっていることをこれは意味しており ，こ

の点も消費行動の変化と共に経済全体の乗数を小さくする要因となることは言

うまでもたい 。

　（３）デフレータ ・ブ ロック

　Ｃ ．マーク ・アッ プ率

　ここでは企業が・稼働率および生産能加こ対する需要の動向という二つの要

因に応じて，それまでのマーク ・アッ プ率を部分的に修正するものと想定して

次の推定式を得た 。

　〔高度成長期〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　２　ＭＲ＝＿０，３６１＋Ｏ．８５２０ＰＲ＋２，３４５　（（ｙ＿１）／Ｋ
．、
）．ゴ／２＋Ｏ．４２２〃Ｒ

．１

　　　　　　　　　　　　　　　　　｛＝１
　　　（一２．２１）（４．０７）　（４．６０）　　　　　　（３．９６）

　　　Ｒ２＝Ｏ．９５０　　　Ｓ！，＝Ｏ．０１８　　　１）Ｈ＝Ｏ．０５

　〔低成長期〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　２　ＭＲ＝Ｏ．１１２６＋Ｏ．５６２０ＰＲ＋２，９６９　（（ｙ＿１）／Ｋ
．、
）．ノ２＋Ｏ．２０４〃Ｒ

．１

　　　　　　　　　　　　　　　　　仁１
　　　　（Ｏ．５０）（２．３２）　（４．１９）　　　　　　　（１ ．３７）

　　　五２＝Ｏ．７６５　ＳＥ＝Ｏ．Ｏユ６　刀Ｈ＝Ｏ．０９

　低成長期に於ては，稼働率の係数が小さくな っているが逆に（ｙ－１）／Ｋ．。

の係数は大きくなっているから，マーク ・ア ップ率（従って，要求資本分配率 。

注２）参照）を決める際の生産物市場の需給状態への反応の度合が強まっ たのか

否かを，この結果だげから判断することは出来ない。ただ，前期の”Ｒの係

数の大きさがほぼ半減していることから，需給の変化に対するプーク ・ア ップ

率の調整遠度が速くなっていることがわかる。即ち，例えぱ需要が増加した場

合， 高度成長期に比べてより速かに価格を引き上げるようになっていることを

このことは意味しており ，この変化もまた需要増が実質生産量の増加に結ぴつ

く度合を弱める要因となることは言うまでもない
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９３７）
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　ｄ．民問設備投資デフレータ

　デフレータについては全体として，原油価格の上昇および変動相場制への移

行という外生的および制度的変化の影響が大きくて，二つの時期を同型の定式

化で推定することは困難であった。そのなかで，民問設備投資デフレータにつ

いては同型の比較可能な推定式が得られた 。

　〔高度成長期〕

　Ｐ工Ｆ＝＿Ｏ．０７＋Ｏ．４３１０ＰＲ＋Ｏ．５４５ＺブＬＣ＋Ｏ．ＯＯＯ０１３５（１〕０１Ｌ ．ＲＡＴＥ）

　　　（一０．７７）（５．４８）　　（３．７６）　（２．２０）

　　十２，４０４（ｎ／ｙ）

　　　（２．２０）

　　　亙２＝０，９７０　ＳＥ＝Ｏ．Ｏ０７　ＤＷ＝０．８６

　〔低成長期〕

　．
ＰＺＦ＝＿Ｏ

．６７９＋１
．４１７０－ＰＲ＋Ｏ．１３６ひＬＣ＋Ｏ．ＯＯＯＯ０２１５（Ｐ０ヱＬ ．五五ＴＥ）

　　　　（一３．４）（７．７７）　　（１．０９）　（７．３５）

　　十１，６９７（ｎ／ｙ）

　　　（２．４２）

　　　亙２＝０，９７０　　　 ，Ｓソ，＝Ｏ．０１　　　１）Ｈ７＝１ ．２６

　この推定結果から稼働率に対する係数の大きさが３倍強になっていることが

わかる。前項で市場状態の好転に対するマーク ・ア ップ率の調整スピードが遠

くたっていることを見たが，ここでは，価格引き上げの度合もまた大きくた っ

ているといえよう 。

　（４）労働 ・賃金ブ ロック

　ｅ ．雇用老数

　ファイナル ・テストの結果が悪くて採用出来なかったが，次のようた結果を

得た 。

　〔高度成長期〕

　〃（１ｖｗｌＫ
．１
）＝一１，７７８＋ｏ．２１３伽（ｙ－Ｋ

’＿１
）一１・０７８〃（ｗｌｐｃ）

　　　　　　　（一３７．７）（４．７７）　　　（一６９．７３）

　　　虎２＝０，９９８　ＳＥ＝Ｏ．０１　刀Ｗ＝１ ．２５

　〔低成長期〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９３８）
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　肋（ＮｗｌＫ－１）＝ｏ・５３９＋１・２７１伽（ｙ／Ｋ．１）一１，４１４〃（ｗ／１）ｃ）

　　　　　　　　（４．８７）（９．０６）　　　（一１１ ．０９）

　　　１～２＝Ｏ．９８３　　　　ＳＥ：Ｏ．０１　　　刀Ｗ ＝１ ．２５

　実質賃金率が１％上昇した場合の雇用の減少は高度成長期の１，０７８劣から低

成長期には１，４１４％と大きくた っており ，企業の雇用決定態度がより厳しくた

っていることが示されている。では生産量（資本ストックを一定と想定して）増加

に対する雇用増加の度合が低成長期にかなり大きくたっていることをどう解釈

すべきであろうか。これについては低成長期に入って急速に進展しつつある産

業構造とりわげ就業構造の変化を反映したものと考えられるかも知れない。労

働生産性上昇率が比較的小さい第三次産業の比重の増大は，一定量の財 ・サ ー

ヒスの生産増加に対して以前より以上の雇用増加を必要とするわげである。な
お， 採用した推定式は，高度成長期モデルでは雇用を資本ストックと実質ＧＮ

Ｐおよび実質賃金率によっ て， また低成長期モデルにおいては実質ＧＮＰと実

質賃金率によっ て説明している。両期間について同じ説明変数の組み合わせを

試みたが，どれも符号条件を満たさぬたど，良い結果は得られなかった 。

　ｆ ．賃　金

　ｒ改革モデノレ」において賃金（名目賃金率）の上昇率は有効求人倍率と前期の

物価上昇率で，また，有効求人倍率は稼働率と労働需給変数（雇用者／労働力人

口）によっ てそれぞれ説明されていた。賃金は「改革モデル」でもわれわれの

モデルでも，モデ ノレ全体の動きを左右する最重要な変数のひとつであることは
，

次のようた関連を見れぽ明らかであろう 。即ち ，

　　　賃金■雇用量＼賃金総額く単位労働コスト→テフレータ→消苧輸出

　　　　　　　　　　　　　　　法人所得→利潤率→投資→生産

従っ て， 賃金の変動を説明する変数はモデル全体を動かした時に現実値から出

来るだげ大きく乖離しにくいものが望ましいわげである 。後のファイナノレ ・テ

ストの結果（第１表）によっ ても知られる通り（失業者Ｕのパーセソト誤差），労

働需給を表わす変数は失業率や有効求人倍率のいずれもこの点で問題を含むも

のであ った。このため，われわれのモデルでは，賃金の説明変数から労働需給

　　　　　　　　　　　　　　　　（９３９）
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変数を除外して，消費支出デフレータと労働生産性の変化に応じて従来の賃金

水準が修正されると想定している 。

３　モデルのファイナル ・テスト

　こうして作成した二つの計量モテノレがどの程度の現実追跡能力を持つかを検

討するために，計測期間内でのファイナノレ ・テストを行たった。ファイナノレ
・

テストは，テスト期間について外生変数に実際の値を代入し，ラグ付き内生変

数の初期値のみを与えて連立方程式体系を解いて内生変数の推定値を求め，こ

の推定値をラグ付き内生変数に代入して逐次各期の内生変数の推定値を求める

方法である。こうして求められた推定値の系列には従って，モデ ノレ全体の１期

問毎の誤差だげでなく ，ラグ付き内生変数によってそれ以前の時期の誤差が先

へ先へと持ち越され累積することにたる。ファイナル ・テストが内挿テストの

うちで最も厳しいテストであるのはこのためである 。

　さて，二つのモテノレのファイナノレ ・テストの推定値の系列を主要な変数につ

いて図示している（第２図）。 また，現実値と比べての推定値の誤差の大きさを ，

平均平方＿乗誤差（Ｒ　Ｍ１Ｓ　Ｅ）およぴ平均平方＿乗百分比誤差（Ｒ　Ｍｌ　Ｓ　Ｐ　Ｅ）

で見たものが第１表である。低成長期モテノレの場合，若干の例外を除げぱＲ

Ｍ． Ｓ． Ｐ． Ｅ． で１～３劣の水準にすぎず，このモデルの現実追跡力は相当高い

といえよう 。Ｒ．Ｍ．Ｓ．Ｐ．Ｅ．が大きいように見える法人所得（ｙＦ）や利潤率

（ＲＰ），国債等発行高（ＧＢ）も第２図によれぱかなり良く現実を追跡していると

いえる。尚，Ｒ．Ｍ
．Ｓ．Ｐ．Ｅ．は現実値で誤差を割る関係上，現実値自体の絶対

値が小さい値である場合（例えば，経常収支（ＣＢ）は変数の性質上ゼロの周囲で変動

する）には大きくなる傾向がある 。

　他方，高度成長期モデノレは全体として低成長期モデノレに比べて若千ではある

が現実追跡能力に於て劣っている。設備投資や輸出入たど・主要マクロ変数の

うち，Ｒ　Ｍ　Ｓ　Ｐ　Ｅで５劣を越えているものがいくつか存在す乱とはいえ ・

第３図を見るたらほ全体として高度成長期モデ ノレ も現実の動きをかなり良く再

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９４０）
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第１表 モデルのファイナル ・テスト

１８５

変数

　０

　エア

　Ｅ

〃

　ｙ
ＯＰＲ

Ｃ〃

１Ｆｗ

ｙｗ

　豚

ア亙

ＹｚｗＤ

！Ｖ－ｙ

ＲＰ

皿Ｒ

ＰＣ

Ｐ〃

　Ｐ

ｗｗ

　ｗ
ぴＺＯ

　Ｔ且

　ＴＦ

　ＴＴ

　ＧＢ

　ＣＢ

ＲＡＴＥ

ヱｗｌＲ

１ＷＲ０

〃２０Ｄ

　ぴ

高度成長期モデル

Ｒ． Ｍ． Ｓ． Ｅ．

　４５７．９３

　２１１ ．８３

　１７７．９５

　１７０．４５

　７３６ ，７０

　　０．０３

　２７６ ．８０

　２１１ ．８３

　５５４．６５

　１７１ ．８８

　１５６．２４

　４２２．６４

　４２２，６４

　　０，１５

　　０ ，０５

　　０，０２

　　０，０２

　　０．０２

　３０，０５

　　０，０５

　　０．０１

　３１ ．７４

　４１ ．５５

　８０．８０

　９６ ．６３

　７３２，９１

　　３，８６

　　０，０７

　　０，３９

１， ６３５．８４

　３３ ．４６

Ｒ．Ｍ．Ｓ．Ｐ． Ｅ．

　（％）

　２
，６６

　５
，９５

　５
，６６

　　５，０４

　２
，４１

　２
，７０

　２
，５５

　　５，９５

　２
，８０

　　１ ，８５

　７
，５２

　２
，８１

　２
，８１

　　８，７２

　２
，７９

　　３ ，５８

　　２，８０

　　３ ，３２

　　０，９０

　　１ ，５９

　　３，２３

　　３ ，４５

　　５，７４

　　２，６７

　　０，１０

１， ２００．３

　　１ ，２４

　　０，９４

　　６ ．０

　　３ ．８４

　５０．７６

低成長期モデル

Ｒ． Ｍ１． Ｓ． Ｅ．

　４２０ ．０９

　１６３．０４

　２０９．５０

　１９３．７１

　３６３，６２

　　０．０１

　６２２．４６

　１７９ ．２３

　８４４．２１

　２７９ ．８０

　５３９ ．３２

　２６０．９０

　７３５，１６

　　０，２４

　　０，０２

　　０，０１

　　０，０２

　　０．０２

　１３，１４

　　０，０８

　　０．０１

　２０６．１３

　２２４ ．９３

　３５３．７４

　３７０，０８

１， ４５７．５０

　１３ ，５１

　　０，１２

　　０，６０

３， ３１６ ．０３

　２０．４７

Ｒ．Ｍ． Ｓ． Ｐ．Ｅ．

　（％）

　１
，７４

　２
，１１

　３
，２５

　３
，２５

　０
，８８

　１
，０９

　２
，１８

　２
，２４

　１
，８８

　１
．２０

　３１ ，６１

　４
，１９

　２
．０３

　ユ３６ ，２５

　　１ ，２９

　　０，９８

　　１ ，６５

　　１ ，３６

　　０，３４

　　１ ，２６

　　１ ，２３

　　９ ．０８

　１２，６１

　　４．７７

　１４，０２

１， ０４３ ，３４

　　５，９４

　　１ ，５６

　　８，８０

　　２．０３

　１７．１３

（注）

　Ｒ．Ｍ ．Ｓ ．Ｅ

　Ｒｏｏｔ１Ｍ１ｅａｎ　Ｓｑｕａｒｅ　Ｅｒｒｏｒ

　（平方平均二乗誤差）

・…一
／去差件乃）・

Ｒ． Ｍ． Ｓ． Ｐ． Ｅ．

　Ｒｏｏｔ　Ｍｅａｎ　Ｓｑｕａｒｅ　Ｐｅｒｃｅｎｔａｇｅ

Ｅｒｒｏｒ

　（平方平均二乗百分比誤差）
Ｒ．ｌＭｌ． Ｓ． Ｐ． Ｅ．

｛／去差１１（島
一乃）／灼１〕

　ｘ１００

乃： 推定値
ｘｔ： 実績値

〃：テスト期間

現しているといえよう 。従って，二つのモデノレは政策効果の比較分析に十分使

用しうると考えられる 。

　尚，二度の石油危機を含む低成長期を推定期問とするモテルの方が，高度成

長期を対象とするモデノレよりもモデ ノレ としてのバーフォーマソスが高いという

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９４１）
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第２図 ファイナル ・テスト（低成長期モデル）
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７工 ’７５　　’７６　　７７　　 ’７８　　’７９　　’８０　　 ’８１

　　　　　　　Ｅ

２－５ ２－６

１Ｏ

億６ １５ユ３

以
７５６ユ５１

年
価
格５７８９

１０４ ，０６６

億
円
　３２５３

２， ４３９

１６２６

’７７　　’７８　　’７９　　’８０　　’８１　　 ’８２
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第３図　ファイナル ・テスト（高度成長期モデル）
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この結果は，ある意味で常識に反するものであるかも知れない。しかしこのよ

うな結果は，低成長期モデルの推定を優先してすすめ，こうして推定された

ものと基本的には同型のモデ ノレ として，高度成長期モデ ノレを構築するという ，

高度成長期モデルに課せられた制約に起因するものであることはいうまでもな

い。

４　低成長期モテルの動学的特性

　ここでは低成長期モデルの動学的特性を明らかにするために乗数分析を行う 。

乗数分析とは，或る特定の外生変数を変化させた場合に生じる内生変数の変化

のあり様を調べることであるが，或る外生変数の変化が，モデルに表現された

同時点の変数問の相互連関と異時点の変数問の連関を通じていわぱ横と将来に

波及していく径路をみることによっ て， モデ ノレ自体の動学的特性を把握するこ

とが出来るわげである。この目的のために行なった乗数分析は次のようなもの

である 。乗数分析の期問は１９８０年第２四半期から１９８３年第１四半期までの１２四

半期３年問。変化させる外生変数は公的資本彩成で，これを乗数分析期問にわ

たっ て１兆円（７５年価格）実績値より増加させる。第２表はこうして行った乗

数分析の結集である。表には乗数，即ちファイナノレ ・テストにおいて得たモデ

ノレの標準解（ＣＯｎｔｒＯｌ　ＳＯ１ｕｔｉＯｎ）と外生変数（この場合，公的資本移成）を変化させ

　　　　　　　　　　　　　　　　（９４５）
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第２表低成長期
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た場合のモデ’ノレの解との差が示されている。また，第４図はモデノレの標準解と

この乗数テストの解の動きを示したものである。第４図の二本のグラフの差が

乗数であるが，グラフで見る限り ，消費支出と設備投資および実質生産ともに

乗数はほぽ安定的に拡張的傾向で動いており ，発散的でも循環的でもないよう

に思われる。公的資本彩成の増大という外的なショックに対して全体としてお

だやかな安定した反応を示している点は，明らかにこのモテルの基本的な動学

的特性である 。とはいえ，第２表の数値をもう少し詳細に見ると，単純に拡張

　　　　　　　　　　　　　（９４６）
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モデル乗数表

Ｑ６ Ｑ７ Ｑ８ Ｑ９ Ｑ１０ Ｑ１１ Ｑ１２ 単　　位

　１９９ ．５　　 ２１７．０　　 ２２９－４　　 ２３７－８　　 ２４２．０　　 ２４２．４　　 ２３９ ，６　１０億円（７５年価格）

　８２・２　　９５．７　１０８．１　１１９．８　１３０．９　１４１．１　１５０．６　 〃

　一８・８　　－８．７　 －７．９　　－６．５　 －４．５　 －１．７　　１．６　　〃
　１４１－６　１４５．３　１４５．６　１４２．６　１３６．５　１２６．５　１１３．６　　〃
１・ １３１・２　１ ，１５８・７ 　１ ，１８３．８　１， ２０８ ．５ 　１ ，２３１ ．９ 　１ ，２５５ ．２ 　１ ，２７８．３　 〃

２・ ６８１ ・８　２・８２２・５　２，９６６ ・９　３ ，０９９ ．７　３，２１７．０　３，３２３ ．４　３，４２９ ，０　１０億円

　　Ｏ・０２　　０，０２　　０，０２　　０，０２　　０，０２　　０，０２　　０．０２

　５４８ ．２　　６２４．６　　 ６９７．６　　 ７７５ ．２　　 ８４６．３　　 ９２８．１　１ ，０１３ ，１　１０億円
　２４８ ．６　　 ２５０．８　　 ２５０．０　　 ２４９ ．５　　 ２４６ ．３　　 ２４４．９　　 ２４３ ，１　１０億円（７５年価格）

　　
Ｏ・

１３　　　 ０・ １５　　
０・ １６　　 ０， １８　　　０， １９　　 ０， ２０　　 ０． ２２　１０万円

　　
Ｏ． ０６　　

０， ０６　　
０， ０５　　 ０， ０５　　 ０， ０５　　 ０， ０５　　 ０． ０４　１０万円（７５年価格）

　　２・２２　　３・３１　　４，５６　　６ ．０　　　 ７， ４３　　 ９． １０　　 １０．９２　万人
　一２・２２　 －３．３１　 －４．５６　 －６．０　 －７．４３　 －９．１０　 －１０．９２　 〃

　８６７・９　　　 ８７７－３　　　８９０．６　　　 ８９５ ．４　　　 ８９７．６　　　 ８８７ ．２　　　 ８７４，４　　１０億、円

　　Ｏ・１８　０，１８　０，１７　０，１７　０，１６　０，１６　０．１６％

　一〇・０１　 －０．０１　 －Ｏ．０１　 －０．０１　 －０．０１　 －Ｏ．０１　 －０，０１

　　０・０１　　０，０１　　０，０１　　０，０１　　０，０１　　０，０１　　０．０１

　１５１・５　　 １６０・８　　 １６９ ．７　　 １７８ ．１　　 １８５．８　　 １９２．７　　 １９９ ，３　１０億円

　Ｏ・０３　　０，０３　　０，０３　　０，０３　　０，０３　　０，０３　　０，０３

　０
・０１　　

０・ ０１　　
０・ ０１　　 ０， ０２　　 ０， ０２　　 ０， ０２　　 ０． ０３　１９７５年＝１０

　０，０３　　０，０３　　０，０３　　０，０４　　０，０４　　０，０４　　０．０４　 〃
　一〇・Ｏ　 －〇一０　 －Ｏ．Ｏ　 －Ｏ．０　 －Ｏ．０　　０．０　　０，０

　９０・６　　　 １０３ ・２　　　 １１５・２　　　 １２８．１　　　 １３９ ．９　　　 １５３ ．４　　　 １６７，４　　１０億、円

　１７９・９　１９５．７　２１１．３　２２５．４　２３８．９　２５１．６　２６２．６　 〃

１・ ４４６・６　 １， ４６３ ・９ 　１ ，４７５．６　１ ，４９３．１　１ ，４９４．６　１ ，４６７．３　１ ，４６１．６　 〃

　Ｏ・０４　　０，０７　　０，０６　　０，０７　　０，０７　　０，０７　　０，０７

　１
．４　　　 ２． ５　　　 ３． ９　　　 ５． ７　　　 ７． ７　　　 ユＯ．０　　　 １２．７　円／ドル

　‘Ｏ・００８　 －Ｏ・Ｏ０９ 　－Ｏ．０１０ 　－Ｏ．０１１　 －Ｏ．０１３　 －０，０１４　 －Ｏ．０１５％

　Ｏ・１５１　０・１５５　０．１５６　０．１５９ 　０．１６１　
０． １５９　 ０， １５９％

的方向に動いているわげではたいことがわかる。消費支出や設備投資の標準解

からの乖離の増勢は次第に小さくなり ，消費支出については第１２四半期に至 っ

て反転する。経済の拡張によっ て増大していた輸入は第９四半期で反転してい

る。 生産も乖離幅は増加し続げるげれどもその増加の程度は後半には縮小傾向

を示すのである 。

　このような動きがどのような波及経路で生じているのかを，モデノレの変数問

の関連にそ って見ることにしよう 。（方程式体系参照）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９４７）
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第４図　公共投資１兆円（実質）追加

　　　（低成長期モテル ，Ｓｕｓｔａｍｅｄ）

　　　　　　　　　一：コソトローノレ ・ソリュー・ンヨソ
　　　　　　　　　 ー一一：１兆円追加のケース
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　公的資本捗成１兆円の増加は需要を増加させ，需要増は生産（８式），稼働率

（９式）を増大させ，またマーク ・アッ プ率を引きあげる（３３式）。 稼働率およ

びブーク ・アヅ プ率の上昇は民間設備投資テフレータ（３６式）をはじめ諸テフ

レータを上昇させる。消費支出デフレータが当初のうち低下するのは，生産の

増加によっ て問接税負担が軽減される効果による（３４式）。 しかしすぐに・マー

ク・ アッ プ率の上昇効果によっ て消費支出デフレータも上昇していく 。デフレ

ータの上昇と生産増による労働生産性の増大は，一期問の遅れで名目賃金率を

上昇させ（４７式），やがてテフレータの上昇率を上廻るに至る。さて，需要の増

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９４８）



　　　　　　　　　　　　　構造変化と政策効果（山田）　　　　　　　　　　　　　１９３

大は実質輸入を増加させる（７式）が，デフレータの上昇は輸出を減少させる

（５式）。　しかしはじめのうちは輸出価格の上昇のため，名目での海外経常余剰

は逆に好転し，経常収支も黒字化の方向に変化し（６５式，６６式），為替 レートは

円高化する（６８式）。 これは輸入デフレータを引き下げる（４０式）から一層経常

収支を好転させるわげである。こうして，第３四半期までは，いわゆるＪカー

ブ効果によっ て為替 レートは円高化するのであるヵミ，第４四半期以降実質の輸

出入バラソス悪化の拡大によっ て， 経常収支も反転し，為替 レートは円安化の

方向に転じていくことになる 。

　生産の増大は雇用を増大させる（４３式）が，第７四半期までは，実質賃金率

の上昇幅が高いことによっ て雇用の増大は抑制されている。実質賃金総額も増

大し，実質可処分所得の増加は消費支出を増加させ（１式），これがまた生産の

増加につながっていく 。一方，企業所得は第１四半期から大きく増加する。特

に第１四半期には，物価上昇や労働生産性上昇が賃金に波及するのにラグを伴

う（４７式）ため，賃金上昇はまだ起らず，生産増の恩恵をほとんど法人所得が独

占する彩となる 。利潤率も大きく上昇し（３２式）（第１四半期では２４％ポィソトも上

昇），これが設備投資の増加に結びついていく（２式）。

　公的支出については資本形成実質１兆円増加に加えて，公的支出テフレータ

が上昇し，名目で大きく増大する。収入面では各所得増による税収増加がある

ものの財政バラソスは悪化し，国債発行は増加しつづげる。このことが国債利

払いを増やし，更に財政バランスを悪化させる。これが反転するのはようやく

第１１四半期になって以降である 。

　さて，経済の拡張過程が後半期以降次第に減速を始め，消費支出の反転など

このシミュレーショソを更に継続するとすれば生産や雇用の反転も予想しうる

結果となっているのは，どのようたメカニ ズムによるのであろうか 。

　すでに述べたように，経済の拡大はやがて輸出入バラソスを悪化させ，為替

レートの上昇（円安化）をもたらし，為替 レートの上昇は諸デフレータの上昇

を加速する。名目賃金率の上昇は絶えずこれに遅れるから実質賃金率は第８四

半期以降反転し，これによっ て雇用が増加するものの同じ第８四半期以降実質

　　　　　　　　　　　　　　　　（９４９）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
賃金総額も反転し，やがて実質可処分所得の反転，消費支出の滅少につ恋が っ

ていく 。今ひとつの経路は利潤率の減少である。即ち，法人所得の増大にもか

かわらず，利潤率は設備投資デフレータの上昇による資本ストックの名目額増

加により次第に下落していく（３式）。 このため資本蓄積率およぴ民問設備投資

の標準解からの乖離幅は次第に縮小する。為替 レートの上昇はもう一方で実質

の輸出入バラソスを改善して実質総需要にとっ てプラス要因となる（勿論，す

でに述べたように，名目の輸出入バラソスは悪化している）が，消費支出と設備投資

のマイナスがこれを相殺して余りあるわけである 。

　以上，公的支出の増大という状況の変化を例にとっ て， このモデノレではこの

ような外生変数の変化がどのようた径路でモデル全体に波及していくのかをた

どっ てみた。同時に，このモデルが外生的ショックに対して，このあとの政策

シミュレーショソ分析にとっ て障害とたるようた極端な振動や発散の動きをし

恋いことが確められた 。

５　政策効果のシミュ レーショソ分析

　ここでは，この二つのモデ ノレを用いて，高度成長期と低成長期の二つの時期

において，経済政策の政策効果がどれ程ちがっているのか，また，そのような

政策効果の差が二つのモデルに反映されている現実の経済のどのような変化に

よるのかを分析する。すでに２節でみたように，経済主体の行動様式を反映し

た個々の推定式において，政策効果の変化を生みだすであろうようないくつか

の変化が指摘できた。しかし，経済の全 ンステムは時問的かつ空問的な連関の

体系として存在するのであるから，個々の推定式ごとに見い出せるこれらの変

化から推測しうる政策効果の変化が，モデ ノレ全体を動かしたときにもやはり同

様の結果になる保証は存在しないのである。連立方程式体系の計量モテノレを動

かして検討することが必要た理由のひとつはここにある 。

　ここで検討の対象とする政策は，主にヶイソズ型財政金融政策であ って，石

油危機以降の目本経済において，ケイソズ型財政金融政策の政策効果が果たし

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９５０）
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て高度成長期と比べて小さくなっているのかどうか，小さくなっているとすれ

ぱどの程度小さくなっているのか，又，諸経済主体の行動様式の変化など経済

のどのような変化によっ てそうなのかを検討する。また，同時に，新自由主義

的経済政策の範騎に含まれると思われるいくつかの政策についても，その効果

を高度成長期と低成長期とを対比して分析する
。

　なお，乗数分析の期間は，低成長期については前と同様に１９８０年第２四半期

から１９８３年第１四半期までの１２四半期３年間，高度成長期については１９７０年第

４四半期から１９７３年第３四半期までの同じく１２四半期３年問である
。

　乗数分析の結果は，使用するモデルに依存することは勿論，非線型モデルの

場合に分析期問をどこに置くかによっ ても変化する可能性がある。我々のモデ

ノレの場合，分析期間を変更した場合にも同様な結果となるか否かの検討は，今

後の課題である 。

　さて以下のシミュレーショソの結果は原則として，標準解からの乖離率で示

している。何故なら，比較している二つの経済の規模（例えぱＧＮＰの大きさ）

が異なる場合，標準解からの乖離幅自体も経済の規模が大きげれぱ大きいもの

となるから，そのまま二つを比較して大小を論じても意味がないわげである
。

勿論利子率や利潤率などの百分比変数はこの限りではないので，これらは乖離

幅で表わしている 。

　（１）公的資本形成を実質ＧＮＰの１労追加した場合

　ここでは公共投資増加政策についてその政策効果のちがいを分析する 。増加

させる政府支出額が同一であれぱ，より経済規模の小さい高度成長期の方が乖

離率は当然大きく出る。また乖離幅でみるとしても，そデノレの非線型性から考

えて，比較可能なデータが得られる保障はたい。そこでここでは，それぞれの

経済の規模に比例した大きさの政府支出増を外生的変化要因として与えた。公

的資本形成（実質）の増加額は分析期問にわたって維持されると想定している

（ｓｕｓｔａｉｎｅｄ　ｃｈａｎｇｅ）。

　第３表の結果から次のような特徴があげられる 。

　Ｑ　公共投資の引上げ政策の景気刺激効果は高度成長期の方が高いことがわ

　　　　　　　　　　　　　　　　（９５１）
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第３表公共投資をＧＮＰ１％（実質）相当額追加（ｓｕｓｔａ１ｎｅｄ）した場合の効果

　　　　　　（コソト回一ノレ ・ソリューシヨソからの乖離率（％），・ 印の変数のみ乖離幅）

変　　数　　名

民間最終消費支出
法人企業設備投資
輸　　　　　　出
輸　　　　　　入
Ｇ　　　　Ｎ　　　　Ｐ

名　目　Ｇ　Ｎ　Ｐ

稼　　　働　　　率

賃　金　総　額
実質賃金総額
名　目　賃　金　率

実質賃　金率
雇　用　者　数
失　業　　者　数

“

民間法人企業所得
民間法人企業利潤率

労働分配率
“

資本　分配率
“

個人業主所得
マーク ・アッ プ率

“

消費支出デフレータ

設備投資デフレータ

単位労働 コスト

家計直接税
法人企業直接税
国債等発行高
国債等依存斬
為替　レ　ー　ト“

貸出約定金利
“

コール ・レート“
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ｌＶＷ

　び
ｙ亙

ＲＰ

Ｙ豚／１ｗ

ｙＦ／ｗｙ

ｙｚｗＤ

〃Ｒ

１〕Ｃ

Ｈ亙

　ワＬＯ

　Ｔ互

　ＴＦ

　ＧＢ
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高度成長期モデル

・年目１

０， １５

０． ４６

－０，３４

０， ６６

１， ０６

１， ３１

１， ０５

０， １４

０， １０

０． ０３

－０，０１

０． １２

－３，８９

３， ４３

０． ０７

－Ｏ．０

０． ０

０， ７１

０， ０２

０， ０４

０． ４８

－０，９１

　０，１７

　１ ．３４

５２，６８

　０，０５

　０，１５

　０．０

　０．０４

・年目１

０， ２０

２， ０８

０， １６

１， ３１

１， ３５

１， ９５

１， １７

０． ４３

－０，０４

０． １５

－０，３２

０． ２８

－ｇ ．５８

５， ０７

０． ０７

－Ｏ．０

０． ０

１， ３９

０， ０３

０， ４６

０． ６３

－Ｏ．９１

０， ４８

３． ２３

２２，９４

０， ０３

１， ９６

　０ ．０

　０．０７

３年目

　Ｏ．２６

　３，３７

　１ ，０３

　１ ，７２

　１ ，６５

　２，４４

　１ ，１１

　０，７８

　０，０６

　０．３３

－０，３８

　０．４４

－１５ ，７５

　５，６２

　０．０７

－Ｏ ．０

　０ ，０１

　１，９１

　０，０３

　０ ，７１

　０．６９

－Ｏ．８６

　０，８６

　３．８０

３０，８７

　０，０４

　４，１１

　０
．０

　０．０９

低成長期モデル

・年目１

０， １６

０． １４

－０，０３

０， ７１

１， ０１

１， ６８

１， ０１

０， ３３

０， ３４

０， ３２

０， ３４

０． Ｏ

－０．０９

１１ ，２９

０． １０

－０，０１

０， ０１

０， ７０

０． ０１

－０，０２

１． ２３

－０，６８

０， ４７

１． ７５

１３，９０

　０．０３

－０．０７

－０．０

　０．０７

・年目１

０， ３８

０． ５６

－０，０５

１， １５

１， １３

２， ０８

１， ０７

０， ８１

０， ５０

０， ７７

０， ４７

０． ０３

－１ ．３６

１０，６７

０． １０

－０．０

０， ０１

１， １３

０， ０１

０， ３１

１． ４０

－Ｏ．３２

１， １２

３． ３７

１７，１９

　０，０３

　０．９６

－０．０

　０．０７

３年目

０， ４５

０． ７７

－Ｏ．０２

１， ０９

１， ２３

２， ４２

１， ０９

１， １７

０， ５０

１， ０７

０， ４０

０． １０

－４．０３

１１，２３

０． １０

－Ｏ．０

０， ０１

１， ３９

０， ０１

０， ６７

１． ６０

－０，０６

　１ ，５９

４． ２３

２３，９３

　０，０４

　４．２４

－０，０１

　０．０８

かる。経済全体の投資乗数はわれわれのモテルでは３年問の平均で局度成長期

の１．３５から１．１２に低下している 。

　　　財政政策の雇用効果も小さくな っている。３年間平均で高度成長期の％

程度の雇用効果しかもちえなくなっていることがわかる。この結果は，２節の

雇用函数の項で指摘した事実，即ち生産増によっ て生ずる雇用増加の大きさは

　　　　　　　　　　　　　　（９５２）
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低成長期の方がかなり大きい，という事実と矛盾するかに見える。しかしたが

らこれは，誘発される生産の増加そのものが低成長期には小さいことに加えて ，

実質賃金率の上昇が生産→雇用の関連を相殺しているからに他ならない。即ち ，

実質賃金率の上昇率は低成長期の方が大きく ，Ｌかも実質賃金率の上昇が雇用

に与えるマイナス効果もまた低成長期の方が大きいこと，これらの総合効果と

して雇用への波及効果を著しく小さくしているわげである。それでは，実質賃

金率の上昇の差はどうして生じているのだろうか。二つのモデノレの名目賃金函

数は次のようになっている 。

　〔高度成長期〕

　Ｗ＝一〇．１３６＋Ｏ．２６１ＰＣ．。 十０．００９２２１ＬＰ．。 十１．Ｏ０９阯 。
　　（一０．５１）（Ｏ．２８）　（Ｏ．３０）　　　　（１２．５６）

　　　１…２＝Ｏ．９９９　　　　，ＳｉＥ＝Ｏ．０２５　　　　１）Ｈ：＿Ｏ．５７

　〔低成長期〕

　Ｗ一＝＿１，６７３＋２，３２８Ｐ０ －１ ＋Ｏ．３１５ＬＰ．。 十〇．５０１Ｗ一。
　　（一３．４７）（３．２１）　　（３．Ｏ）　　（４．３７）

　　　！？２＝Ｏ．９９９　　　ＳＥ：Ｏ．０４３　　　１）１７＝一２．７８

　前者の推定式は後者と同型の定式化で，前二つの説明変数が有意でないなど

間題が残るものであるが，この推定結果によれば，低成長期におげる賃金の物

価及び労働生産性の変化に対する調整の速さ，度合はともに高度成長期とは比

較にならないことがわかる。このこと自体は労働者側の賃金要求力量の強化を

必ずしも意味するわけではない。物価や労働生産性が下落した場合を想定すれ

ぱこのことは明らかである。とはいえ，この賃金函数の差が実質賃金率，ひい

ては雇用量の差を生みだしていることは言うまでもない 。

　　　公共投資の増加によっ て誘発される設備投資の大きさには，二つの結果

のあいだで大きた差が生じている。これは２節でのべた稼働率の増大に対する

企業の投資増加の差が原因であることはいうまでもない。これが更に生産や雇

用への波及を小さいものにしている 。

　以上のように，公共投資増加の生産および雇用への波及効果は石油危機以降 ，

かなりドラスティックに縮小していることがわれわれのモデルでも示された 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９５３）
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第４表公定歩合を１％ポイソト引き下げた場合

（コソトロール ・ソリューショソからの乖離率（劣），・ 印の変数のみ乖離幅）

変　　数　　名

民間最終消費支出
法人企業設備投資
輸　　　　　　出
輸　　　　　　入
Ｇ　　　Ｎ　　　Ｐ

各　目　Ｇ　Ｎ　Ｐ

稼　　働　　率
賃　金　総　額
実質賃金総額
名　目　賃金率

実質賃金率
雇　用　者　数
失　業　者　数

｝

民間法人企業所得
民問法人企業利潤率

ホ

労働分配率
“

資本分配率
“

個人業主所得
マーク ・ア ップ率

“

消費支出デフレータ

設備投資デフレータ

単位労働 コスト

家計直接税
法人企業直接税
国債等発行高
国債等依存率

“

為替　レ　ー　ト“

貸出約定金利
“

コ　　ー　ノレ　　・　レ　ー　　ト“

記号

　Ｃ
　ヱ亙

　Ｅ

　〃
　ｙ
ｙｗ

０１つＲ

Ｙｗ
Ｆ

ｙ〃／１）Ｃ

　附
豚／Ｐｃ

！Ｖ’Ｗ

　ぴ
ｙＦ

五１つ

ｙ豚／ｗＹ

〃／ｗア

ｎｗＤ

〃Ｒ

ＰＣ

Ｐ服

ひＬＣ

Ｔ亙

ＴＦ

ＧＢ

ＧＢ／Ｇｌｖ

ＲＡＴＥ

工ｗＲ

ヱＷＲＣ

高度成長期モデル

１年目

０， ０３

１． ５４

－０，０７

０， １２

０， ２７

０， ３３

０， ２３

０， ０４

０， ０５

０． ０

０， ０２

０． ０３

－１ ，１５

０， ８６

０． ０２

－Ｏ．０

０． ０

０， １４

０． ０

－Ｏ．０１

０． １０

－０，２３

０， ０４

０． ２２

－１ ．３３

－Ｏ．０

０． ０２

－０．１４

－１ ．６０

２年目

　Ｏ．３０

　８ ，３１

　０，０４

　１ ．０

　１ ，４７

　１ ，６７

　０，８５

　０，３８

　０，４０

　０，０４

　０，０６

　０．３３

－１１ ，４１

　４ ，３９

　０．０７

－Ｏ．０

　０．０

　１ ．０

　０．０２

－Ｏ．０２

　０．２９

－１ ，０８

　０，４３

　２．０３

－４．７８

－０，０１

　０．８０

－０．２

－１ ．４９

３年目

　１ ，０

１５ ，４６

　１ ，２１

　２，５２

　３ ，０５

　３，１０

　０ ，８５

　１ ，０６

　１ ，２８

　０ ，１３

　０，３６

　０．９１

－３２，３７

　７，１１

　０．０８

－０ ，０１

　０，０１

　２，２１

　０．０２

－０，２３

　０．１１

－１ ，９４

　１ ，１７

　４．０５

－１６ ．５０

－Ｏ．０３

　３．２９

－０．２

－１ ．４１

低成長期モデル

１年目

Ｏ． ０

０． ０５

－０．０

０． ０

０， ０１

０， ０１

０， ０１

０． ０

０． ０

０． ０

０． ０

０． Ｏ

－０，０４

０， ４９

０． ０

－０ ．０

０． ０

０． ０

０． Ｏ

－０．０

０． ０１

－０，０１

０． ０

０． ０７

－０．０２

－Ｏ．０

－Ｏ．０

－Ｏ．０６

－１ ．４０

・年目１・年目

０， ０１

０． ２３

－０ ．０

０， ０２

０， ０４

０， ０５

０， ０２

０， ０３

０， ０３

０， ０１

０， ０１

０． ０１

－Ｏ ．５６

０， ６５

０． ０１

－０．０

０． ０

０． ２

０． ０

０． Ｏ

Ｏ． ０２

－０，０１

０， ０４

０． １８

－Ｏ．１５

－０．０

０． ０１

－０．０７

－１ ．４０

０， ０３

０， ３６

０． ０

０， ０４

０， ０７

０， ０８

０， ０１

０， ０７

０， ０７

０， ０３

０， ０２

０． ０４

－１ ，７８

０， ６３

０． ０５

－０．０

０． ０

０． ４

０． ０

０， ０１

０． ０１

－０，０１

０， ０９

０． ２４

－０．４１

－０．０

０． １３

－０．０７

－１ ．４０

そして，このような変化をもたらしている要因が，生産や雇用，投資なと企業

の諸決定のありかたの変化に．他ならないことも明らかとな った 。

　（２）公定歩合を１劣ポイソト引き下げた場合

　金利引き下げの政策効果について，第４表にその結果が示されている 。

　我々のモテノレでは，公定歩合は コーノレ ・レートを決める要因のひとつとな っ

　　　　　　　　　　　　　　（９５４）



　　　　　　　　　　　　　構造変化と政策効果（山田）　　　　　　　　　　　　　１９９

ており ，コーノレ ・レートが更に貸出金利に影響するわげである。結果の特徴を

列記すると ，

　◎実質ＧＮＰに対する効果については，１劣ポイントの公定歩合の引き下

げは低成長期が３カ年平均でＯ．０４劣に止まるのに対して，高度成長期は同じく

３カ年平均で１．６０％実質ＧＮＰを増加させることになる
。

　＠　このような大きな差は主として，民問企業の設備投資の利子率感応度の

差から生じている。実際設備投資の増加は高度成長期８．４劣に対して低成長

期のそれはＯ・２４％に過ぎない（３ヵ年平均）。 投資増加の低さが需要増加と稼働

率上昇の低さをもたらし，このことが一層投資の増加を弱めていることもいう

までもなし ・。

　以上，利予率操作政策もまた低成長期移行後その有効性は著しく低下してい

ることが明らかとな った 。

　（３）法人税率を１０％ポイソト引き下げた場合

　法人税率は，法人所得に対する　般法人税率（右１）と配当に対する法人配当

軽課税率（乏２）からなる。これらを共に１０劣ポイソト引き下げた場合のシミュ

レーンヨソ分析を行った。法人税引き下げ→企業利潤率上昇　設備投資増加→

景気回復と経済基盤の強化，およぴ税収増による財政赤字の解消，というンナ

リオは周知のとおり供給サイト派といわれる人々の主張するところのものだが
，

その結果はどうであろうか 。

　第５表に示された結果の特徴は次のとおりである
。

　○　実質ＧＮＰは低成長期の方がわずかに大きな増加を示すことがわかる
。

また，雇用効果もより大きい 。

　◎　これは企業の設備投資の増加の差に起因している。とはいえ，これらの

差はわずかなものに過ぎない 。

　　　財政赤字は増大していく 。この程度の生産，所得の増加では法人税減税

分がほとんど財政赤字となる他はないわげである
。

　以上のように，法人税引下げ政策の景気引上げ効果は，前にみた公共投資増

加政策およぴ公定歩合引下げ政策とは異り ，低成長期の方が高度成長期よりも

　　　　　　　　　　　　　　　　（９５５）



２００

変　　数　　名

　　　立命館経済学（第３３巻 ・第６号）

第５表法人税率を１０％ポイソト引下げた場合

（コソト目一ル ・ソリューショソからの乖離率（％），ぐ 印の変数のみ乖離幅）

民問最終消費支出
法人企業設備投資
輸　　　　　　出
輸　　　　　　入
Ｇ　　Ｗ　　　１）

名　目　Ｇ　Ｎ　Ｐ

稼　　　働　　　率

賃　金　総　額
実質賃金総額
名　目　賃金率

実質賃金率
雇　用　者　数
失　業　者　数

“

民間法人企業所得
民間法人企業利潤率

“

労働分配率
“

資本分配率
“

個人業主所得
プーク ・ア ップ率

心

消費支出デフレータ

設備投資デフレータ

単位労働 コスト

家計直接税
法人企業直接税
国債等発行高
国債等依存率

“

為替　レ　ー　ト“

貸出約定金利
“

コ　ー　ノレ　　・　レ　ー　　ト“

記号

　０
　ヱ亙

　亙

　〃
　ｙ
Ｙｗ

ＯＰＲ

ｙｗ
Ｆ

７豚／１）ｃ

　ｗ
ｗ／Ｐｃ

ｗ豚

　ぴ
ｙ亙

ＲＰ

ｙ豚／ｗ　

ＹＦ／ｗ　

ヱｚｗＤ

〃Ｒ

ＰＣ

Ｐ１Ｆ

び１乙Ｃ

Ｔ亙

ＴＦ

ＧＢ

ＧＢ／Ｇｌｖ

ＲＡＴ垣

ヱｗＲ

五ＷＲＣ

高度成長期モデル

・年目１

十０．０

０． １７

－０，０１

０， ０１

０， ０３

　０，０４

　０．０３

＋Ｏ．０

　０．０１

＋０．０

＋Ｏ．０

＋Ｏ．Ｏ

－０，１３

　０，１０

　０．３０

＋Ｏ．０

＋０．０

　０．０２

＋０．０

－Ｏ．０

　０．０１

－Ｏ．０３

　０．０１

－３２．１０

７７，５７

　０，０８

　０．０

　０，０１

　０．０７

・年目１

０， ０３

０， ６６

０， ０１

０， ０９

０， １２

０， １３

　０，０６

　０，０３

　０．０３

＋０．０

＋０．０

　０．０３

－１ ，０４

　０，３４

　０．２７

＋Ｏ．０

＋０．０

　０．０９

＋Ｏ．Ｏ

－Ｏ．０

　０．０２

－Ｏ．０８

　０．０４

－３２．２４

３３，４０

　０，０７

　０，０８

　０，０１

　０．０９

３年目

Ｏ． ０７

０， ８９

０， １１

０， １７

０， １９

　０，１８

　０，０２

　０，０７

　０，１０

　０，０１

　０，０３

　０．０６

－２，２７

　０，３９

　０．２９

＋Ｏ．Ｏ

＋０．０

　０．１４

＋Ｏ．０

－０．０２

－０．０１

－Ｏ．１１

　０．０８

－３１．３７

５１ ，３５

　０，０８

　０，２５

　０，０１

　０．１２

低成長期モデル

・年目１

十０．０

０． ２３

－０．０

０， ０２

０， ０４

　０，０５

　０，０３

　０，０１

　０，１２

　０，０１

　０．０１

＋０．０

－０，１５

　０，２９

　０．２６

＋０．０

＋Ｏ．０

　０．０２

＋０．０

－Ｏ．０

　０．０４

－Ｏ．０３

　０．０１

－３４．５２

１７，４８

　０．０７

－０．０

　０，０１

　０．１２

・年目１

Ｏ． ０４

０． ８８

－０．０

０， ０９

　０，１５

　０，１８

　０，０５

　０，１１

　０，１１

　０，０５

　０，０５

　０．０６

－２，３０

　０，６２

　０．２４

＋０．Ｏ

＋０．０

　０．０９

＋Ｏ．０

＋０．０

　０．０６

－Ｏ．０５

　０．１５

－３０．３５

２２，０５

　０，０７

　０ ，０６

　０，０１

　０．１３

３年目

Ｏ． １１

１． ３１

＋Ｏ．０

０， １３

　０，２７

　０，２８

　０，０１

　０，２６

　０，２３

　０，０９

　０ ，０６

　０．１７

－６，８５

　０，４７

　０．２４

＋Ｏ．Ｏ

＋０．０

　０．１５

＋０．０

　０，０３

　０．０４

－０，０１

　０．３５

－３０．２７

３３ ．０

　０，０８

　０，５１

　０，０１

　０．１５

大きくな っている。とはいえ，その効果そのものの大きさは低成長期において

もこれらのケイソズ型政策や次項の問接税引下げ政策のそれと比べて小さなも

のに止まるのである 。

　（４）間接税率を１劣ポイソト引き下げた場合

　低成長期モデルの乗数分析の開始期である１９８０年におげる名目ＧＮＰ（Ｗ）

　　　　　　　　　　　　　　（９５６）
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第６表　間接税率を１％ポイント引下げた場合

（コソトローノレ ・ソリューシ ョソからの乖離率（％），・ 印の変数のみ乖離幅）

変　　数　　名

民問最終消費支出
法人企業設備投資
輸　　　　　　出
輸　　　　　　入
Ｇ　　　Ｎ　　　Ｐ

名　目　Ｇ　Ｎ　Ｐ

稼　　働　　率
賃　金　総　額
実質賃金総額
名　目　賃金率

実質賃金率
雇　用　老　数
失　業　者　数

“

民間法人企業所得
民間法人企業利潤率

労働分配率
“

資本分配率
“

個人業主所得
プーク ・ア ッブ率

“

消費支出デフレータ

設備投資デフレータ

単位労働 コスト

家計直接税
法人企業直接税
国債等発行高
国債等依存率

“

為替　レ　ー　ト｝

貸出約定金利
“

コ　　ー　 ノレ　　・　レ　ー　　ト“

記号

　Ｃ
　工Ｆ

　Ｅ

　〃
　ｙ
Ｙｗ

ＯＰＲ

ｙ豚

ＹＷ／ｐｏ

　万
Ｗｐｃ

ｌＶＷ

　ひ
ＹＦ

五Ｐ

ｙｗ／ｗｙ

Ｗ／ＷＹ

ｎｗり

．ＭＲ

１）０

Ｐｚ亙

ひ１乙Ｃ

ＴＨ

ＴＦ

ＧＢ

ＧＢ／Ｇｗ

Ｒ五ｒＥ

ヱｗＲ

ヱＮＲＣ

高度成長期モデル

・年目１・年目１・年目

０， ９０

０， ０９

２， １１

０， ３９

０． ７０

－２，０４

０． ６９

－Ｏ．７７

１． ９０

－０，１５

２． ４９

－Ｏ．６１

２０．２６

－４．５３

－０，０５

０． Ｏ

－Ｏ．Ｏ

－１ ，０９

０． ０１

－２．７３

－２．７２

－１ ．４８

－０．９０

－１ ．７８

５５，６７

０． ０６

－０，１３

０， ０１

０． ０４

２， ４０

０， ８８

２， ２１

１， ２９

１． ５６

－２，７２

１． ５０

－１ ，８６

３． ２２

－０，８９

４． １５

－０．９７

３３ ．２２

－４．９１

－Ｏ．０３

０． ０

－０ ．０

－２，０１

０． ０３

－５．２５

－３ ．１８

－３．４８

－２．１１

－３．６３

２７，６０

０． ０６

－Ｏ ．８９

０， ０２

０． ０８

３， ２１

２， １５

２， ８０

２， ０９

２． １５

－２，８８

１． ９１

－２，７５

３． ５０

－１ ，８３

４． ３６

－Ｏ．９０

３１ ．９０

－３ ，６７

０， ０１

０． ０

－０ ．０

－２，３５

０． ０４

－６ ．４７

－３．６３

－５ ．０

－３ ．０４

－３ ．０５

３８ ，０６

０． ０６

－０，１９

０， ０２

０． １１

低成長期モデ ノレ

１年目

０． １８

－Ｏ．０６

０． ０５

－Ｏ．４４

０． １４

－１ ，１０

０． １５

－Ｏ．１７

０． ４８

－Ｏ．１７

０． ４８

－Ｏ．０

０． ０４

－７．７２

－Ｏ．０６

０． ０

－Ｏ ．０１

－０，４６

０． ０９

－０．６６

－１ ．８２

－０．３２

－０．２６

－１ ．２０

１０，６０

０， ０５

１． ０

０， ０１

０． ０５

２年目

０． ５３

－Ｏ．２１

０． １２

－０，９３

０． ３８

－１ ，１６

０． ４１

－Ｏ．６０

０． ６８

－０，６０

０． ７０

－０，０１

０． ６１

－５．０９

－Ｏ．０３

０． ０

－０．０

－Ｏ．６５

０． ３１

－１ ．２９

－１ ．５５

－Ｏ．９８

－０ ．８３

－２．０１

１６ ，１８

０， ０６

３， ８３

０， ０１

０． ０８

３年目

Ｏ． ８１

－Ｏ．２１

０． １９

－１ ，３０

０． ５８

－１ ，０４

０． ６３

－０，７９

０． ７５

－Ｏ．７５

０． ８０

－Ｏ．０４

１． ５５

－２．９４

－Ｏ．０１

０． ０

－Ｏ．Ｏ

－Ｏ．６３

０． ５２

－１ ．５６

－１ ．２９

－１ ．３８

－１ ．０８

－１ ．８２

２５，３０

０， ０６

７， ４１

０， ０２

０． ０９

はその年の法人所得のほぼ１０倍であ った。これは７０年についてもほぼ同様であ

る。 従っ て， 法人税率１０劣ポイソト引き下げが，必要財源の観点からすれぱ ，

ほぽ間接税率１劣ポイソト引き下げに等しいことにたる。我々のモデノレでは問

接税率を問接税総額／名目ＧＮＰによっ て定義している。このように定義され

た間接税率を乗数分析の期問，この値から１％ポイソト減少して，ソミュ レー

　　　　　　　　　　　　　　（９５７）
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ショソを行った 。

　第６表に示された結果によれば，間接税率引き下げ効果は法人税の場合と異

なり ，二つの期間の剛こかなり明確な差があることがわかる。即ち，間接税引

き下げによる生産増加は，低成長期が平均Ｏ．３７％であるのに対して高度成長期

のそれは１．４７劣と相対的に高い。このような差は何に起因するのであろうか 。

　間接税が引き下げられると，諾デフレータが低下するが，その低下率は高度

成長期の方が高い。これは実質可処分所得をより大きく増大させ，限界消費性

向がより大きいことと相侯って消費需要をより増大させる。これによる生産へ

のより大きい波及が，利潤率低下によるマイナス効果を上廻る設備投資への波

及を生んでいるわげである 。

　以上のように，間接税率引下げ政策は低成長期に入ってその景気引上げ効果

をかなり縮小している。しかしながらなお，生産増効果や赤字国債の発行増か

らみて法人税率引下げ政策よりも有効である点は注意を要する 。

　（５）法人税率を１０劣ポイソト引き下げると同時に税収の滅少分だげ公共投資

を削滅した場合

　ここでは，いわゆる「小さな政府」論のシナリオをシミュレーショソによっ

て検討してみよう 。即ち，すでに試みた法人税率の１０劣ポイソト引き下げに加

えて，法人税収の減少に見合った額だけ公共支出を削減する政策を実施するも

のと想定する。この場合，公的固定資本形成（実質）は，」Ｇ１だげ減少するこ

とになる 。

　」Ｇ１＝（ＴｌＦ－ＴＦ’）／ｐＧ１

　但し，ＴＦは現行の法人税率のもとでの法人税額

　　　　ＴＦ”は法人税率を引き下げた場合の法人税額

　第７表がこのシミュレーショソの結果である 。

　いくつかの特徴を列記すれば ，

　○　どちらかの期問についても生産，雇用とも減少する。生産の減少幅は低

成長期の方が小さく ，逆に雇用のそれは大きい 。

　◎　実質可処分所得や実質賃金総額が減少し，消費支出も減少するなどどち

　　　　　　　　　　　　　　　　（９５８）
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第７表法人税率を１０％ポイント引き下げ，税収減だげ公共投資を削減した場合

　　　　　（コソトロール ・ソリューショソからの乖離率（％），ホ 印の変数のみ乖離幅）

変　　数　　名

民問最終消費支出
法人企業設傭投資
輸　　　　　　出
輸　　　　　　入
Ｇ　　　Ｎ　　　Ｐ

名　目　Ｇ　Ｎ　Ｐ

稼　　　働　　　率

賃　金　総　額
実質賃金総額
名　目　賃金率

実質賃金率
雇　用　者　数
失　業　者　数

ホ

民問法人企業所得
民問法人企業利潤率

ホ

労働分配率
“

資本分配率
ホ

個人業主所得
マーク ・ア ップ率

“

消費支出デフレータ

設備投資デフレータ

単位労働 コスト

家計直接税
法人企業直接税
国債等発行高
国債等依存率

ホ

為替　
レ・ 一　ド

貸出約定金利
“

コール ・レート小

経常海外余剰

記号

　Ｃ

　〃
　Ｅ

　〃
　ｙ
ｒｗ

ＯＰＲ

ｙｗ

ア豚／ｐＯ

　ｗ
豚／ｐＣ

ｌＶＷ

　び
ｙＦ

ＲＰ

ｙＷ／Ｗｙ

ｙＦ／！Ｗ

ｙ７ｗ刀

〃Ｒ

戸Ｃ

ＰｚＦ

ワＺＣ

ｒＨ

Ｔ亙

ＧＢ

ＧＢ／ＧＷ

Ｒ五ｒＥ

１ｌＶｌＲ

ｌｌＶ１ＲＣ

ＢＥ皿ｗ

高度成長期モデル

・年目１・年目１・年目

一０ ．１９

－Ｏ ．４６

　０．４４

－０．８８

－１ ．３８

－１ ．６８

－１ ．３７

－Ｏ ．１９

－Ｏ ．１３

－Ｏ．０４

　０．０２

－０，１５

　５ ．１１

－４，３９

　０ ，２１

　０．Ｏ

－Ｏ．０

－Ｏ．９２

－Ｏ．０２

－Ｏ ．０６

－Ｏ．６２

　１ ．２１

－Ｏ．２２

－３３ ，３８

　７，６２

　０．０２

－Ｏ．２０

　０ ，０１

　０，０３

　５ ．３６

一〇 ．２０

－２ ．０４

－Ｏ ．２４

－１ ．５５

－１ ．５０

－２．２２

－１ ．３３

－Ｏ ．５１

　０．１０

－Ｏ ．１９

　０ ．４８

－Ｏ．３２

１１ ．１８

－５ ，７１

　０，１７

　０ ．０１

－Ｏ ．０１

－１ ．６２

－Ｏ ．０３

－０ ．６１

－Ｏ ．７４

　１ ．０１

－Ｏ．５８

－３５ ，１３

　６ ，！２

　０ ．０３

－２ ，４６

　０ ，０１

　０ ，０！

　８ ．２８

一〇．２４

－３ ．２７

－１ ．２７

－１ ．９５

－１ ．８７

－２ ．８１

－１ ．３５

－Ｏ．９０

－０ ．０１

－０ ，４１

　０ ．４９

－Ｏ ．４９

１７．５３

－６ ，４５

　０ ，１９

　０ ．０１

－０ ．０１

－２ ．１９

－０ ．０３

－Ｏ ．８９

－０ ，８５

　０ ．９８

－１ ．Ｏ

－３４ ．７１

１１ ，６４

　０ ．０３

－４ ，８８

　０ ，０１

　０ ．０

　２ ．５７

低成長期モデル

１年目

一〇 ．０３

　０．３０

－Ｏ．１０

　０．２７

－１ ．３５

－２．２３

－１ ．２５

－１ ．２６

－０ ．７１

－Ｏ．６２

－Ｏ ．０７

－０．６４

２５ ．６３

－９ ，８８

　０，１７

　０ ．０

－０ ．０１

－０ ．９３

－Ｏ ．０１

－Ｏ．５５

－２．０

－０ ．０９

－１ ．８１

－３５．６４

－０，６７

　０．０４

－ｇ ．７５

　０，０２

　０ ．０３

３０ ．８６

・年目１・年目

一〇．１７

　０．３８

－Ｏ．１５

－０ ．０９

－１ ．２８

－３ ．０７

－１ ．２８

－１ ．７０

－Ｏ．３５

－１ ，３２

　０．０４

－Ｏ．３９

１５ ．６９

－１３ ，１６

　０，１２

　０．０１

－０．０１

－１ ．６７

－Ｏ ．０２

－１ ．３６

－２ ．２０

－Ｏ ．４３

－２．３７

－３３ ，０５

　１ ，０４

　０．０４

－９ ，４５

　０ ，０６

　０ ，０６

　８．０４

一〇．２０

　０ ．３８

－０ ．１５

－Ｏ．４２

－１ ．３３

－３ ．５９

－１ ．０８

－３ ．０９

－１ ．０５

－１ ，７６

　０．３０

－１ ．３５

５５ ．４６

－８，４２

　０，１８

　０．０

－Ｏ ．０

－２ ．０

－Ｏ ．０２

－２ ．０５

－２ ．２２

－１ ．７８

－４．２０

－３３ ，３８

　５ ，１４

　０．０４

－１１ ，７２

　０ ，０６

　０ ．０９

１０．４８

らの期問の結果も国民生活を圧迫するものとな っている 。

　　　デフレータの低下による名目資本ストックの減少の結果，利潤率はどち

らも上昇する。その結果，企業の投資行動が相対的に稼働率よりも利潤率に敏

感に感応して行われる低成長期の場合，設備投資の増大が生 ．じている。この点

は高度成長期の結果と比べて対照的である。とはいえ，この設備投資の増加は

　　　　　　　　　　　　　（９５９）
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経済全体の景気上昇にはつながらず，逆に生産や雇用の減少となることは上で

指摘したとおりである 。

　以上，５つのケースについて，高度成長期と低成長期におげる政策効果の変

化を検討した。そこでは，低成長期移行と共に生じてきた諸経済主体の行動様

式の変化　　これ自体，より広い意味での制度的 ・経済的な変化と関連 ・対応

しているのであるが　　が，あれこれの経済政策の効果を，との方向にとれ程

変化させているかの一端を示し得たと思われる 。

　ケイソズ型の財政金融政策の有効性は，低成長移行後明らかに変質している

ことが示された。また，きわめて限られた分析ではあるが，新自由主義的な「小

さな政府」的方向への政策転換も決して望ましい結果をもたらさないことが示

された。そこで明らかとなったことは，今目の資本主義経済においては企業の

諸行動のありかた（投資，生産，雇用，価格などの決定のしかた）の変化が従来の

経済政策の有効性を失わせているということである。又，この点に手をつげな

い新自由主義的政策もマイナスの効果を生むしかたいという点であ った。諸経

済主体，とりわげ独占的大企業群に対する国民的観点からの何らかの規制 ・介

　　　　　　　　　　　　　７）
入が必要とたるゆえんである 。

６　間接税増税政策について

　前節のシミュレーショソのうち，問接税率引き下げ政策と法人税率引き下げ

政策の政策効果の分析結果は，現在各方面で論議されはじめている「財政再建

のための問接税導入」の問題を考える際の興味ある一試算であるように思われ

る。 この間題については，財政再建のために増税が不可避であるかどうかがま

ず間題となり得ようが，ここでは一応そのことは措いて，増税が必要であると

した時に，間接税増税，個人直接税増税，およぴ法人税増税のいずれが，財政

再建という目的にも適い，また国民生瀞こ悪い作用を及ぽさたい方策であるか

を間題とする。ここでは対象を間接税と法人税にしぼ一っ て比較してみよう 。第

６表及び第７表は共に税率引き下げ政策の結果であるが，引き上げ政策の結果

　　　　　　　　　　　　　　　　（９６０）
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はどうなるであろうか。われわれのモテノレは非線型であるから，　般には正負

対称の結果は保証されない可能性がある。しかし，実際にそれぞれ逆方向のシ

ミュレーノヨソを行った結果はほとんと正確に，第６表と第７表の数値の符号

を逆にしたものと一致した。従って，例えぽ問接税率を１％ポイソト引き上げ

た場合の効果は，第７表の結果を正負逆に見ることによっ て知ることができる

わげである。間題になっているのは現在であるから，低成長期モデノレの結果だ

げを第６表と第７表について（正負を遡こ見て）比較してみよう 。

　Ｑ　生産水準は問接税と法人税のとちらの場合にも低下するが，低下率は問

接税率の方が大きい（問接税の場合平均 一０．３７劣，法人税同じく一０．１５％）（第５図

参照）。

第５図　間接税１％ポイント引上げと法人税１０％ポイント

　　　引上げの結果の比較（低成長期モデル）

　　　　　　　　　　　　　　　　　 コソトロール ・ソリューシ ョソ
　　　　　　　　　　　　　 ■一一一： 間接税

　　　　　　　　　　　　　一一一： 法人税

５－１

ユＯ

億５１；３５９

］
７５　５０ ，５５７

年
価
格４９ ．７５４

　４８ ．９５２

　４８ ，１４９

Ｙ

８９１０ユ１ユ２

５－２

ユＯ

億２５ ，８０７

円

／ｏ２５ ，３６２

年
価
キ各　２４ ．１９７

　２４ ．４７２

　２４ ，０２７

１２３４５６７８９１０１１１２

　　　ＹＷ／ＰＣ

　◎二間接税率引ぎ上げは物価を騰貴させる（年平均１．３２労，設備投資デフレー

タ）が，法人税率引き上げは物価を下落させる（同じく一〇０５％）。

　　　消費支出がより大きく影響されるのは問接税引き上げの場合である（間

接税の場合，３年問平均 一０．５劣，消費支出が減少。法人税の場合 一０．０５劣）。 国民の

消費水準という観点からも，中小企業の多い消費関連産業への打撃を小さくす

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９６１）
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る観点からも，問接税率引き上げの方が国民生活への影響は大きい 。

　　　実質賃金総額およぴ家計の実質可処分所得をより大きく減少させるのは

問接税率引き上げである（実質賃金総額Ｗ／１）０について，問接税の場合３年問平

均一０．６４劣，法人税の場合同じく一０．１５％）（第５図参照）。

　◎　国債等発行高を二つのケー刈こついて比べると，どちらの蕩合も当然な

がら国債等発行はマイナスとなるが，より大きく滅少するのは法人税率引き上

げのケースである（問接税の場合３年間平均で 一１７．３６劣，法人税の場合 一２４．２劣）。

　＠　雇用については，残念ながら，法人税率の場合の方が失業者増加が高い

（法人税の場合，失業者増は３年間合計で９．３万人，問接税の場合２．２万人）。

　以上のことから，失業増に対する施策を補いさえすれぱ，国民生活の点から

見ても財政再建の点から見ても，問接税率引き上げよりも法人税率引き上げの

方がより望ましいと言えよう 。

　ではどうしてこのような差が生じるので１あろうか。これについては，企業所

得に対する二つの政策の結果が重要である。即ち，法人税引き上げの場合には

法人所得は減少するのに対して，問接税の場合には逆に法人所得および利潤率

は増加 ・上昇する。上で見た労働者あるいは家計に対して及ぼす方向とちょう

ど対照的である。ところが間接税の場合，その利潤率上昇による設備投資の増

加が，実質賃金総額や家計の実質可処分所得の減少による消費需要の減少をカ

バーし切れず，生産のより大きな減少と，従って税収増の伸び悩みとたり ，国

債発行の減少の点でも法人税率引き上げの場合に比べて劣ることになるわけで

ある 。

１）稲田義久「民主的政策のマクロ的効果一マクロ 計量モデルによる分析一」（置

　塩 ・野沢編ｒ日本経済の計量分析』所収，大月書店，１９８３年）を参照のこと 。

２）　マーク ・ア ップ価格設定方式のもとでは価格は ，

　　　価格＝（１＋マーク ・ア ヅプ率）× 生産費用

　として決定される。さて，生産費用として賃金費用のみを考えるとすれぱ，その

　場合には原材料費や資本の償却費は費用から除かれたわけであるから，これに対

　応する価格も又，本来の価格からこれらの費用を除外したものとなるはずである 。

　従って，生産費用として賃金総額を考えれぱ，価格には国民所得が対応すること

　　　　　　　　　　　　　　　（９６２）
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　になる 。従ってマクロ経済のマーク ・ア ップ率は ，

　　　１＋マーク ・ア ップ率：国民所得／賃金総額

　となる。（以下では，単に１＋マーク ・ア ップ率をマーク ・ア ップ率と呼んでい

　る。）（稲田，前掲論文）

　　上の定義から明らかなように，マーク ・ア ップ率とは労働分配率の逆数に他な

　らたいのであ って，マーク ・ア ップ方式とは企業が要求する資本分配率に基づい

　て価格を設定することを意味しているのである
。

３）推定式の表記方法について，¢推定係数の下の（　）内の値は云値，　亙２は

　自由度修正済重決定係数，　３Ｅは推定値の標準誤差，＠刀ｗはダービソ ・ワ

　トソソ比を表わす 。

４）刀Ｈとはダーピソの〃統計量を表わす。この推定式のように従属変数が時問の

　遅れを伴って式の右辺にあらわれるモデ ノレを自己回帰型モデルと口乎ぶが，自己回

　帰型モデルにおいては誤差項の系列相関に関するダービソ ・ワトソソ検定は，い
　ちじるしくその検出力を失ってしまうことが知られている。（例えぱ，森口親司

　『計量経済学』岩波書店，１９７４年，１４５頁）そこで，ターピソはこれに代わるもの

　として，ん統計量とよぱれるものを考案した 。

　　今，自己回帰モデル

　　　Ｋ＝ぴ十戸巧．１＋宇Ｘ‘十…

　において，誤差項 ２‘（＝ 巧一巧）に系列相関が存在するかどうかを考える。即ち ，

　　　６‘二ｇ ・２ト１＋０‘

　において，Ｈｏ：９＝０が ２バこ系列相関がないことを表わす仮説となる。ダーピ

　ソは

イ１．素序）

　但し，プ：９。 と２£．１の相関係数

　　　　７（乃） ：巧．１の係数推定量９の分散の推定量

　　　　れ：サソプル数

　とおげぱ，んは仮説ＨＯが正しい場合には漸近的に標準正観分布に従うことを証

　明した。従 って，例えぱ有意水準５％で対立仮説Ｈ１：９＞Ｏ（正の系列相関あ

　り）に対してＨｏを検定するためには，乃＞１，６４５ならぱＨｏを棄却すれぱよいこ

　とになる 。　（Ｄｕｒｂ１ｎ，Ｊ ，　 ‘Ｔｅｓｔ１ｎｇ　ｆｏｒ　Ｓｅｒ１ａｌ　Ｃｏｒｒｅｌａｔ１ｏｎ　ｍ　Ｌｅａｓｔ－Ｓｑｕａｒｅｓ

　Ｒｅｇｒｅｓｓ１ｏｎ　ｗｈｅｎ　ｓｏｍｅ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｒｅｇｒｅｓｓｏｒｓ　ａｒｅ　Ｌａｇｇｅｄ　Ｄｅｐｅｎｄｅｎｔ　Ｖａｒ１ａｂ１ｅｓ ”，

　Ｅｃｏｎｏｍｅｔｒｉｃａ，ｖｏ１．３８．１９７０）

５）本稿末尾に掲載した方程式体系の番号を表わす 。

６）消費支出の絶対額の減少ということではなく ，標準解との乖離幅（乗数）の減

　　　　　　　　　　　　　　　　（９６３）
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　　少という意味である 。

　７）経済の民主的改革については次の文献を参考にされたい 。

　　　置塩 ・野沢編『日本経済の民主的改革と杜会主義の展望』（大月書店，１９８２年）

　　　置塩 ・野沢編ｒ目本経済の計量分析』（大月書店，１９８３年）

方程式体系

推定法　直接最小自乗法

データはすべてＥＰＡ法により季節調整済

構造方程式における記号は次のとおり

　Ｒ２　 ：自由度修正済重決定係数

　ｓＥ　：標準誤差

　１フＷ： ダーピソ ・ワトソソ比

　のＨ： ダーピソのん統計量

　　伽　 ：自然対数

　　　　　　　　Ｙ　　ＧＥ（Ｘ）一
　　　　　　　１４
　　　　　　一　Ｘ一乞
　　　　　　　４１

　　例えぱ１．２Ｅ－０３は１．２ｘ１Ｏ・３（＝Ｏ・Ｏ０１２）を表わす

　　（）内の値はｆ値

〔Ａ〕低成長期四半期マクロモデル（ＲＵ－ＰＯＪ　Ｖｅｒ－１）

推定期問は１９７４年第４四半期～１９８３年第１四半期

　（ただし，生産函数のみは１９６５年第２四半期～１９８３年第１四半期）

〔１〕　国民総支出（実質）

　　（１）民間最終消費支出

　　　ｃ＝一１０７３．７＋ｏ．１８（ｙｌＤ／ｐｃ）十〇・８２６０．１

　　　　（一１．２８）（１．６６）　　（７．９２）

　　　　互２＝Ｏ．９９３　ＳＥ＝１５７．５　刀Ｈ＝２．３７

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９６４）
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（２）資本蓄積率

　　　　　　　　　　　２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２
　ＧＲ＝Ｏ．４１５６＋０，０２５　ＲＰ ．乞／２－０，０２１ヱ服 ．。十０．６０　（ｙ／Ｋ．。）．。／２

　　　　　　　　　　む＝１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む＝１

　　　（２．６２）（１．６１）　　　（一２．４１）　　（０．６６）

　　　十０，８６５ＧＲ ＿１

　　　　（１６ ．０８）

　　１～２＝０，９８６　　　　ＳＥ＝０．０３３　　　　１）Ｈ＝Ｏ．８４

（３）民問企業固定資本彩成

　〃＝ＧＲ ・Ｋ－１／１００

（４）財 ・サーピスの輸出と海外からの要素所得

　ＥＸ＝Ｅ＋ＥＴ

（５）財 ・サーピスの輸出

　〃Ｅ＝１・７４２＋Ｏ・４１６〃ＷＴ＋Ｏ．０２１Ｚ〃（１００（１つ肌・ ＲＡＴＥ／３５７．５）／ｐＥ）

　　　（３．１８）（４．１４）　　（０．２１）

　　　一〇．０１刀ひ〃（７８Ｉ～８０Ｉ） ・Ｚ〃（１００（Ｐｗ ・Ｒ五ＴＥ／３５７．５）／ｐＥ）

　　　　（一３．２５）

　　　十０，７８５〃Ｅ－１
　　　　（１６ ．４６）

　　Ｒ２＝０．９９１　　　　３Ｅ＝０．２２　　　　ヱ）Ｈ＝Ｏ．５２

（６）財 ・サービスの輸入と海外への要素所得

　〃ｘ＝〃十〃ｒ

（７）財 ・サーピスの輸入

　〃＝１２６４．４－９２８．２５（一Ｐ〃／ｐ）十〇．０３３（ｃ＋ヱ戸十１Ｈ＋Ｇｃ＋Ｇヱ十Ｇ１＋Ｅ）
　　　（４．７５）（一６．０９）　　（３．８４）

　　　十〇．５９６１＋０，６２８〃＿１

　　　　（４．１８）　（７．６４）

　　１～２：Ｏ．９５９　　ＳＥ＝１１６．４　　」Ｄ１７＝＿Ｏ．３７

（８）国民総支出

　ｒ＝０＋１Ｅ＋１Ｈ＋Ｇ＝０＋Ｇヱ十Ｇ１＋ＥＸ一〃Ｘ＋１

（９）稼働率

　０ＰＲ＝ｙ／ｒ０五Ｐ

¢ｏ　民問企業資本ストック

　Ｋ＝Ｋ－１＋〃一五

　　　　　　　　　　　　　　　（９６５）
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　　岬生産能カ
　　　伽（ｙＣＡＰ／Ｋ．１）＝一〇．４４３１＋０・００３ＴＺ〃Ｅ－ｏ・Ｏ０１６６Ｄひ〃（７３１Ｖ～８３Ｉ） ・２Ｙ〃Ｅ

　　　　　＋ｏ．３８Ｚ椛（１Ｖ／Ｋ．１）十１，０７２〃ＷＴ－１

　　　（参考式）生産函数（推定期間６５Ｉ～８３Ｉ）

　　　Ｚ犯（ｙ／Ｋ
．。）＝一〇．４４３１＋０．Ｏ０３ｎ〃Ｅ－ｏ．Ｏ０１６６刀ひ〃（７３Ｗ～８３１） ・ｎ〃Ｅ

　　　　　　　　　（一７．５５）（５．０９）　　（一６ ．Ｏ）

　　　　　十０３８〃（ん ・１Ｖ／Ｋ．１）十１０７２〃ＷＴ＿１

　　　　　　（１７．３６）　　　　（７．４３）

　　　　１～２＝０，９９２　　　　ＳＥ＝０．０１６　　　１プ〃７＝０．４３

〔２〕　国民総支出（名目）

　　¢ａ民間最終消費支出

　　　ＣＷ＝ＰＣ ・Ｃ

　　ｑ３民間住宅投資

　　　ヱＨｗ＝ＰｚＨ ・１Ｈ

　　（１勾民間企業固定資本彩成

　　　工ＦＷ＝ＰＺ亙 ・１Ｅ

　　胸公的支出

　　　ＧｌＶ＝Ｇ刀Ｖ＋ＧＣｌＶ＋Ｇ刀Ｖ

　　¢◎政府最終消費支出

　　　ＧＣｌＶ’＝ＰＧ０ ．Ｇ０

　　（１力公的固定資本形成

　　　ＧヱＷ＝ＰＧ１
一． Ｇ１

　　閥　財 ・サーピスの輸出と海外からの要素所得

　　　ＥＸＺＶ’：ＥＷ＋ＥＴＷ

　　¢９財 ・サービスの輸出

　　　Ｅｗ＝ＰＥ ・Ｅ

　　的財 ・サービスの輸入と海外への要素所得

　　　〃ＸＷ＝〃Ｗ＋〃ＴＷ

　　刎財 ・サービスの輸入

　　　〃ｗ＝Ｐ〃 ・〃

（９６６）
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　　鈎　国民総支出

　　　Ｗ ＝１つ ・ｙ

　　鋤　民間在庫品増加

　　　１Ｗ＝ｙＮ一（ＣＷ＋１ＨＮ＋１亙Ｗ＋ＧＮ＋ＥＸＷ－ＭＸＮ）

〔３〕国民所得

　　輔　雇用者所得

　　　ｙ豚＝Ｗ ・１ＶＷ

　　鯛　民問法人企業所得（配当控除前）

　　　ｙＦＢ１＝）＆Ｔ＝８１４．７＋０，４８２ｙＷ＿Ｏ．７０９ｙＨ７＿２５３．３４エヘｒ１？

　　　　　　　　（Ｏ．６９）（４．１７）　（一３．５６）　（一２．５４）

　　　　Ｒ２＝Ｏ．８５１　　 ，ＳＥ＝４１４．４　　１フＷ＝１ ．８９

　　鯛　民問法人企業所得（配当控除後）

　　　ｙＦ二ｙＦＢＤ＆Ｔ＿ｙｌＤヱ７＿ｙ１Ｄｌｙ０

　　帥　個人可処分所得

　　　ｙＰ＝ｙＷＦ＋Ｙ乃Ｖ０＋Ｘ刀ＶＴ＋ｙ１Ｄ１７＋｝恢ＥＮＴ＋ＳＥＧ０＿ｒＨ＿ＳＥＧＲ＋ＣＤｙＰ

　　鯛　個人業主所得

　　　Ｘ刀ＶＤ＝一１５０３４３＋Ｏ０３２ＸＷ＋１０７３Ｗ１＋０４１６ｙＺＮＤ＿１

　　　　　　　（一４．２８）（３．８７）　（４．５６）　（３．９２）

　　　　Ｒ２：Ｏ．８７１　　　　Ｓ１，：２４８．３　　　　１）Ｈ：＿Ｏ．１７

　　的　家計配当所得

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４
　　　ｙＤ〃＝３８６３＋Ｏ０１７ｙＦＢ１）＆Ｔ＋０８８５　｝つヱし

、／４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仁１
　　　　　　（１．０１）（１．４５）　　　（９．９８）

　　　　１モ２＝Ｏ．９０１　　　　
，Ｓ．Ｅ＝４６ ．０　　　１二） ．レア＝１ ．４４

　　偉◎家計賃貸料所得

　　　〕‘ＲＥＷ２【：４，５３２＋０．Ｏ０６ｙＷ

　　　　　　　（Ｏ．３６）（２５．７９）

　　　　１？２：Ｏ．９５３　　　　Ｓ１，＝１３，７３　　　　１）Ｗ＝１ ．４４

　　馴　国民所得（要素費用表示）

　　　Ｗｙ＝ｙＷ＋ＰＲＧ＋Ｐ兄ＶＰ＋ＸＺＷｒ＋ＸＲＥＮｒ＋ｙｐ１７＋ｙＦ＋ｙＺＷＰ＋ＣＯＣ１フ０

　　　　　一ヱＷＴＧ

　　働　法人企業利潤率（配当控除後）

　　　〃＝１００（ｙＦ＋〃トＴＦ）／（Ｐ〃 ・Ｋ．。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９６７）
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〔４〕　デフレータ

　　　鯛　マーク ・ア ップ率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２
　　　　ルｚＲ＝ｏ．１１２６＋ｏ．５６２０ＰＲ＋２，９６９　（（ｙ－１）／Ｋ．１

）．｛／２＋０，２０４〃Ｒ
．１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仁１
　　　　　　　（０．５０）（２．５３）　（４．１９）　　　　　　（１

．３７）

　　　　　１～２＝Ｏ．７６５　　　　，Ｓ１，＝Ｏ．０１６　　　　１フＨ＝Ｏ．０９

　　　鯛　民問最終消費支出デフレータ

　　　　Ｐ０＝０．０１＋０，２２９（〃Ｒ ・ぴＺ０）十７．０６Ｅ－０７（Ｐ０ヱＬ ・ＲＡＴＥ）

　　　　　（０．３７）（２．８）　　　　（４
．７１）

　　　　　　十０，３０１（Ｔｚ／ｙ）十〇．７８９Ｐ０．１

　　　　　　　（Ｏ．７５４）　　（１６．２２）

　　　　　１～２＝Ｏ．９９９　　　　ＳＥ＝０．００５　　　　１）１Ｚ＝＿０．１７

　　　鯛　民問住宅投資デフレータ

　　　　ＰＺＨ＝一０，６６５＋１．０７ＰＺＥ＋３．７０Ｅ－０６（Ｐ０ヱＬ ・ＲＡＴＥ）十０・６２３（〃Ｒ ・ぴＺ０）

　　　　　　　（一５．７９）（５．４）　（９．６６）　　　　　　　（５
．０）

　　　　　１～２＝０，９８６　　　　，Ｓ１，＝Ｏ．０１７　　　　刀Ｗ＝Ｏ．５３

　　　鯛　民間企業固定資本形成デフレータ

　　　　Ｐ１亙＝一０，５７９＋１．４１７０ＰＲ＋Ｏ．１３６ぴＬ０＋２．１５Ｅ－０６（Ｐ０工Ｌ ・五五ＴＥ）

　　　　　　　（一３．４）（７．７７）　　（１．０９）　　（７．３５）

　　　　　　十１，６９７（ｎ／ｙ）

　　　　　　　（２．４２）

　　　　　１｛２＝０，９７０　　　 ，ＳＥ＝０，０１　　　１フ豚＝１ ．２６

　　　帥　政府最終消費デフレータ

　　　　１）Ｇ０＝Ｏ．３９２＋０，１１２〃

　　　　　　（２５．２４）（５２．２９）

　　　　　 ．Ｒ２＝０，９８６　　　　，ＳＥ＝Ｏ．０１５　　　　１フ豚＝１ ．１９

　　　鯛　公的固定資本捗成デフレータ

　　　　 ーＰＧ１．＝＿０，９７８＋１ ．９７１１？Ｚ１７

　　　　　　　（一１６．５）（３６．２９）

　　　　　１～２＝Ｏ．９７６　　　　，ＳｌＥ＝Ｏ．０１８　　　　１）Ｈ７＝Ｏ．３８

　　　鯛輸出等デフレータ

　　　　冊（ＰＥ）＝Ｏ．１３＋０，３４０肥（１Ｗ ・朋ＴＥ）十〇．５３５冊（Ｐ〃）

　　　　　　　　（Ｏ．７５）（８．４３）　　　　　　（２．８１）

　　　　　　一０．０３２５Ｄひ〃（７５Ｉ～７８１Ｖ）

　　　　　　　（一５．１１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９６８）
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　　　　Ｒ２＝Ｏ．８９７　　　　ＳＥ＝Ｏ．０１７　　　　１）Ｗ＝０．９３

　　¢◎輸入等デフレータ

　　　亙Ｇ（Ｐ１レｒ）＝Ｏ．２９０４＋０，４４５ＦＧ（Ｐ０ヱＺ ．ＲＡＴＥ）十〇．２６亙Ｇ（ＰＷ ．ＲＡＴＥ）

　　　　　　　　（５．７６）（１５．６９）　　　　　（３．７３）

　　　　１？２＝Ｏ．９６９　　　　，Ｓ１７＝Ｏ．０２２　　　　１）Ｈ７一＝Ｏ．８２

　　¢カ　ＧＮＰデ フレータ

　　　Ｐ＝一０　０１５＋１　０１７（０１Ｖ＋１ＥＷＩ＋ヱＨｌＶ＋ＧｌＶ）／ｙ＋０　８６７（ＥＸ〕Ｖ／Ｙ）

　　　　（一２．０４）（１０９．７１）　　　　　　　（１５．６６）

　　　　　一０，８５８（〃ＸＶ／り

　　　　　　（一１８．２２）

　　　　１ぞ２＝Ｏ．９９９　　　　，Ｓ１，＝０．００３　　　　１フＷ＝１ ．５５

〔５〕労働 ・賃金

　　¢２労働力人口

　　　Ｚ亙＝＿４０７．８＋Ｏ．６７９ｊＶ０

　　　　（一４．３６）（６３．４６）

　　　　１そ２＝Ｏ．９９２　　　　，Ｓ１，＝１４．８　　　　１フＨ７＝１ ．１８

　　鯛　雇用者数

　　　Ｚ〃！Ｖ月７＝３，５９６＋Ｏ．４９８Ｚ犯ｙ－０，３７０Ｚれ（〃７／．Ｐ０）

　　　　　（１５．１８）（１３．３３）　（一３．８３）

　　　　１～２：０，９８０　　　ＳＥ：０．Ｏ０６　　　１フ刀７＝０．９４

　　＠ゆ就業者数

　　　ｗ＝ｗｗ＋Ｎ１

　　鯛　失業者数

　　　ぴ＝一乙Ｆ－Ｗ

　　鮒　失業率

　　　服 ＝１００ ・ひ／〃

　　帥　賃金（１人当り雇用者所得）

　　　〃＝＿１，６７３＋２，３２８Ｐ０．１＋０，３１５工一Ｐ．１ ＋Ｏ．５０１Ｈ７．１
　　　　（一３．４７）（３．２１）　　（３．０）　　（４．３７）

　　　１…２＝Ｏ．９９９　　　 ，Ｓ１７：０，０４３　　　ヱ）１７：＿２．７８

　　鰯　単位労働 コスト

　　　ぴＺ０＝ｙ刀７１ｙ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９６９）



２１４　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第６号）

　　組９　労働生産性

　　　〃 ＝ｙ／ｌｖ

〔６〕財　政

　　侮ｏ家計の直接税

　　　１１Ｈ＝一１６２９．９ 一トＯ．１６５ｙ凧

　　　　　　（一８．８３）（２５ ．９）

　　　　互２：Ｏ．９５３　 ，ＳＥ＝２１７．７　刀Ｗ＝Ｏ．６４

　　帥　民間法人企業の直接税
　　　　　　　　　　　　　　　３　　　　　　　　　　　　　　　　　　３
　　　ＴＦ＝一４７，８４７＋０，２６９歩１ 　（ｙＦ＋Ａ１亙）．｛／４＋８．９０右２：…］ｙｐヱし ｛／４

　　　　　　　　　　　　　　仁０　　　　　　　　　　　　　　　　仁０
　　　　　　（一〇．２８）（２．２４）　　　　　（７

．７６）

　　　　　 十１０５１．３Ｄひ〃（７８１）一１００７．２〃〃（７９Ｉ）一７３４・８〃”（８０Ｉ）

　　　　　　（４．５４）　　　　（一４．２６）　　　（一２・９１）

　　　　互２＝０，８６２　ＳＥ＝２２６．１　刀〃＝１．４８

　　働　間接税

　　　丁１一：カ ・ｙＷ

　　協　直接税総額

　　　ＴＤ＝ＴＨ＋ＴＦ＋ＴＴ０

　　榊　租税総額

　　　ＴＴ＝ＴＤ＋Ｔ１

　　闘　杜会保障給付

　　　ＳＥＧ０：” ．１Ｖｙ

　　鮒杜会保障負担

　　　ＳＥＧＲ＝９ ・１Ｖｙ

　　帥　政府貯蓄

　　　ＳＧ＝Ｔ１『十ＳＥＧＲ＋ＰＲＧ－ＧＣ！Ｖ一刀ＶＴＧ－ＳＥＧ０＋１ＶＧＴＲ

　　鯛　政府利子支払い

　　　〃ＴＧ＝１６，９８３＋Ｏ．０２３ＢＳ－１

　　　　　　　（０．７６）（７１ ．４６）

　　　　互２＝Ｏ．９９４　　　 ，ＳＥ＝６３，５３　　　　１＝）Ｗ＝１
．５９

　　　醐　一般政府債券純発行高

　　　　ＧＢ＝Ｇ刀Ｖ一、ＳＧ＋０ＴＲ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９７０）



　　　　　　　　　　　　　構造変化と政策効果（山田）　　　　　　　　　　　　　２１５

　　俗０一般政府債券発行残高

　　　ＢＳ＝ＢＳ＿１＋ＧＢ

〔７〕金　融

　　佑カ全国銀行貸出約定金利

　　　刀ＶＲ＝１，５３３＋Ｏ．０２７刀ＶＲＣ＋Ｏ．３９２刀Ｖ兄０＿１，１９３Ｅ－０６ －０ＤＴＤ＋Ｏ．４８１刀ＶＲ ．１

　　　　　（６．４０）（１．４９）　　（５．８５）　　（一２．３７）　　　　（１０．４７）

　　　　１モ２＝０，９８８　　　　 ，Ｓｉ１，：Ｏ．０９９　　　　１フＨ＝３．７９

　　（６２　コール ・レート

　　　１ＮＲＣ＝一４，０６５＋１．４０３０ＤＲ＋５４．８４（１刑Ｖ／刀ＤｒＤ）十１．０２Ｅ－０４ＧＢ

　　　　　　（一２．０５）（１３．０７）　（１．２５）　　　　　（０ ．８８）

　　　　１モ２＝Ｏ．９２９　　　ＳＥ＝Ｏ．６７　　　１）Ｗ＝Ｏ．２８

　　鯛　要求抵預金プラス定期性預金プラスＣＤ（残高）

　　　１フＰＴ二０＝＿４００１３．８＋４，０３６ｙｌＶ＿２，２４４ＧＢ

　　　　　　　（一１４．４４）（６６．６０）　（一４．２４）

　　　　１マ２＝Ｏ．９９４　　　　，Ｓ１，＝３１１５．２　　　１フＷ＝１ ．０３

　　値ゆ　マネー・ サプライ

　　　〃２Ｃ－０＝ＣひＲ＋ｎＯＴＤ

〔８〕国際収支

　　鯛貿易収支

　　　ＧＳＢ＝１００８２＋１００１（ＥＸＷ一〃ＸフＶ） ・１０００／ＲＡＴＥ

　　　　　　（Ｏ．４８）　　（１２４．５７）

　　　１＝～２＝０，９９８　　　 ，Ｓ１，＝１１２．２　　　　ヱ）豚＝１ ．６５

　　鮒　経常収支

　　　０Ｂ＝ＧＳＢ＋ＴＲＷ

　　俺の総合収支

　　　０Ｂ＝０Ｂ＋ＺＴ０＋ＳＴ０＋Ｅ＆０

　　値８為替 レート

　　ＲＡＴＥ＝４４，１４７－８，１５６Ｅ－０４ＳＣ３－２，９２２Ｅ－０３（ＬＴＣ＋ＳｒＣ）

　　　　　　　（２．１８）（一２．９５）　　　（一３．８５）

　　　　 一６，８１０刀ひ〃（７６皿～８０Ｉ）十１７，６３４Ｄひ〃（８０ｎ～８０１Ｖ
’）

　　　　　（一２．３３）　　　　　　　　　　　　　　（３．５６）

　　　　十〇．８６７ＲＡＴＥ－１
　　　　　（１３．３５）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９７１）



２１６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第６号）

　　　　１～２＝Ｏ．９６０　　　　，Ｓ１，＝７，０５　　　　１）Ｈ＝＿Ｏ．０９

　　価動経常収支残高

　　　ＳＣＢ＝ＳＯＢ＿１＋ＣＢ

〔Ｂ〕　高度成長期四半期マクロモデル

推定期間は１９６５年第１四半期～１９７３年第３四半期

　（ただし，生産函数のみは１９６５年第２四半期～１９８３年第１四半期）

以下では構造方程式のみを記し，定義式及び生産函数は低成長期モテルと同一であ

　るから省略する 。

〔１〕　国民総支出（実質）

　（１）” 民間最終消費支出

　　　Ｃ＝５０１．Ｏ＋Ｏ．２４９（ｙｌＤ／ｐ０）十〇．６８４Ｃ．１

　　　　（２．６５）　　（３．１０）　　　　　　　　　（６ ．３７）

　　　　１～２：０，９９８　　　 ，ＳＥ＝１４２．Ｏ　　　刀Ｈ＝１．２０

　（２）” 資本蓄積率
　　　　　　　　　　　　２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２
　　　ＧＲ＝１，７３４＋０，０２９　ＲＰ一｛／２－０，３９４”Ｒ．１＋６，５０４　（ｙｌＫ．１）．乞／２

　　　　　　　　　　　仁１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仁１
　　　　　（２．１７）（０．２７）　　　（一３．４７）　　（４．４９）

　　　　　十〇．８９６ＧＲ ＿１
　　　　　　（１１ ．３９）

　　　　Ｒ２＝０，９６４　　　　，Ｓｉ１７＝０．１０５　　　１フＨ＝＿１．３４

　（５）一 財・ サーピスの輸出

　　　伽亙＝Ｏ．６８＋１，４６９伽ｗＴ＋１，７８４伽（１００（Ｐｗ ・ＲＡ冊／３５７・５）／ｐＥ）

　　　　　（Ｏ．３８）（４６．９１）　　（４．２９）

　　　　Ｒ２＝０，９８５　　　　，Ｓｉ１７＝Ｏ．０４　　　　工）Ｗ７＝１．０８

　（７）” 財・ サーピスの輸入

　　　〃＝一３３９．６＋Ｏ．０４０（０＋１Ｆ＋１Ｈ＋Ｇ０＋Ｇ１’十Ｇ１＋Ｅ）

　　　　（一２．５８）（２．５１）

　　　　　十〇．１９１ノ’十０．７０１１レｒ １
　　　　　　（２．２３）（６．３１）

　　　　
。Ｒ２＝Ｏ．９９０　　 ，ＳｌＥ＝９６．２　　１）１７＝２．０７

〔３〕　国民所得

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９７２）



　　　　　　　　　　　　　構造変化と政策効果（山田）　　　　　　　　　　　　　２１７

　鰍　民問法人企業所得（配当控除前）

　　　Ｗ肋＆Ｔ＝一５１３２＋０３１４Ｗ－０３８０ｙ〃十５０５４Ｄひ〃（７０Ｉ～７０Ｖ）

　　　　　　　　（一９．３９）（１２．９８）　（一７．７９）　（９．７３）

　　　　　十４７６・８５刀ひ〃（７２１Ｖ）一４１８．８１刀ぴ〃（７３Ｉ）

　　　　　（５．７７）　　　　　　　　　　　　（一４．９９）

　　　　１モ２＝Ｏ．９９１　　　ＳＥ＝７７．９　　　１）ア１７＝１ ．５８

　鮒　個人業主所得

　　　Ｙｎの ＝３１３．０８＋Ｏ．０６２ｙＷ＋Ｏ．５９０ｙＩハの ．１

　　　　　　（１ ．８７）　　（２．７２）　　　　（３ ．４２）

　　　　Ｒ２＝０，９６６　　　 ，ＳｌＥ＝１５４．７６　　　ヱ）Ｈ＝Ｏ．１０

　鮒　家計配当所得
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４　　　ｙｚ）１７＝１６．０４＋Ｏ．０３２ｙＦＢ１）＆Ｔ＋Ｏ．７７８）］ｒ刀１’７＿｛

／４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レ１
　　　　　　（０．８９）（１．７４）　　　　（４．１３）

　　　　１｛２：Ｏ．９２３　　　　ＳＥ＝２２．９　　　　１フＨ７＝Ｏ．８１

　帥　家計賃貸料所得

　　　ｙＲ１，１Ｖ’７■＝１６．４４＋４，９２７ ，Ｅ＿０３刀Ｖ

　　　　　　　（５．８１）（２９ ．５）

　　　　１～２＝０，９６２　　　　ＳＥ＝５，８６　　　　１）Ｈ７＝Ｏ．３１

〔４〕デフレータ

　鮒　マーク ・ア ップ率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２
　　　〃Ｒ＝一〇．３６１＋Ｏ．８５２０ＰＲ＋２，３４５　（（ｙ－１）／Ｋ＿１）．乞／２＋Ｏ．４２２１レＺＲ ．１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛昌１
　　　　　（一２．２１）（４．０７）　　（４．６０）　　　　　　（３

．９６）

　　　　Ｒ２：０，９５０　　　ＳＥ＝Ｏ．０１８　　　１フＨ＝Ｏ．０５

　鮒　民問消費支出デフレータ

　　　１〕０：一０，０３４＋０，０６２ＰＺＦ＿１＋Ｏ．２３７（〃Ｒ ・ひＺ０）十〇．９１２（Ｔ１’／巧）十〇・７３４１つ０＿１

　　　　　（一０．７）（０．５２）　　（２．２７）　　　　（１．５１）　　　（１０．２９）

　　　　１モ２＝０，９９８　　　　，ＳｉＥ＝０．Ｏ０４　　　　Ｚ）Ｈ＝＿０．１６

　鮒　民間住宅投資デフレータ

　　　１？１Ｈ＝＿０，７３５＋１ ．９８１１？１１７

　　　　　（一２３．７）（４２．Ｏ）

　　　　１モ２＝０，９８１　　　 ，Ｓ１７＝Ｏ．０１２　　　１フｙｒ＝０．５４

　鮒　民問企業固定資本彩成デフレータ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９７３）



２１８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第６号）

　　　　 ．Ｐ１亙＝一０．０７＋０．４３１０ＰＲ＋０，５４５びＺ０＋１，３４９互一０５（Ｐ０１Ｌ ・ＲＡＴＥ）

　　　　　　（一〇．７７）（５．４８）　　（３．７６）　　（２．２０）

　　　　　　十２，４０４（ｎ／ｒ）

　　　　　　　（２．２０）

　　　　　１～２＝０，９７０　　　　ＳＥ：Ｏ．００７　　　　１）〃＝０．８６

　　帥　政席最終消費デフレニタ

　　　　ＰＧ０：０，１１４＋０，１５４Ｗ

　　　　　　　（４４．３）（１３５ ．２）

　　　　　１｛２：Ｏ．９９８　　　ＳＥ：０，００５　　　刀Ｗ１＝２．１２

　　鰍　公的固定資本彩成デフレータ

　　　　１）Ｇヱ＝＿Ｏ．２７９＋１，３１９ｊＰＺ亙

　　　　　　　（一３１．３）（９７．２）

　　　　　１～２＝Ｏ．９９６　　　　，ＳＥ＝Ｏ．Ｏ０４　　　　１）１；７＝０．５３

　　鮒輸出等デフレータ

　　　　ＦＧ（ＰＥ）＝０，１２３＋Ｏ．４４９亙Ｇ（ＰＺＥ）十０，４２８亙Ｇ（ＰＷ ・ＲＡＴＥ）

　　　　　　　　　（２．１７）（７．９５）　　　（１２．８０）

　　　　　１…２＝０，９１５　　　　ＳＥ＝Ｏ．００４　　　　１フＶｒ：１．２２

　　鮒　輸入等デフレータ

　　　　亙Ｇ（．Ｐ〃）＝＿Ｏ．２２７＋０，１３８戸Ｇ（１つ０ヱＺ ．ＲＡＴＥ）十０，０６５亙Ｇ（。ＰＷＦ． ＲＡＴＥ）

　　　　　　　　　　（一１．２７）（１．８８）　　　　　　（０．２８）

　　　　　　十１，０２５亙Ｇ（１Ｗ．１）
　　　　　　　（５．１０）

　　　　　１｛２：０，６５０　　　　
，Ｓ１Ｅ＝Ｏ．０２３　　　　１）１７＝０．０１

　　¢び　ＧＮＰデフレータ

　　　　Ｐ：一５．ＯＥ－０４＋０，９６０（ＣＷ＋ヱハＶ＋ヱＨＷ＋Ｇ！Ｖ）／ｙ＋０，９４７（ＥＸＶ／ｙ）

　　　　　　　　（一０．０８）（２２．９７）　　　　　　　　（４．７７）

　　　　　　一〇．３０８（〃ＸＶ／ｙ）

　　　　　　　（一１ ．１３）

　　　　　 ．Ｒ２：Ｏ．９９７　　　　ＳＥ＝０．００５　　　　１）〃７＝１ ．０２

〔５〕労働 ・賃金

　　鮒　労働力人口

　　　　工亙＝９２８．５５＋Ｏ．５３４１Ｖ０

　　　　　　（９２８．５５）（Ｏ．５３）

　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９７３　　　　，ＳＥ：２５．５　　　　１）７１７’：０．３７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９７４）



　　　　　　　　　　　　　構造変化と政策効果（山田）　　　　　　　　　　　　　２１９

　　鮒　雇用者数

　　　伽Ｗ〃＝３，６４２＋０，３２３伽Ｋ．１＋Ｏ・１０４伽ｙ－ｏ．２６９〃（ｗ／１〕ｃ）

　　　　　　（２．８２）（２．７８）　　（２．３２）　（一１ ．３９）

　　　　五２＝Ｏ．９８５　　　　，Ｓ１，＝０．Ｏ０８　　　　１フＷ＝Ｏ．５４

　帥　賃金（１人当り雇用者所得）

　　　附＝一〇．１３６＋Ｏ．２６１Ｐ０＿１＋９，２２１Ｅ－０３Ｌ１つ １＋１．Ｏ０９Ｗ＿１
　　　　（一０．５１）（Ｏ．２８）　　（Ｏ．３０）　　　　（１２．５６）

　　　　１｛２：Ｏ．９９９　　　　ＳＥ＝Ｏ．０２５　　　　１フ１ナ：一〇．５７

〔６〕財　政

　鮒家計の直接税

　　　ＴＨ＝一１４２．６４＋Ｏ．１１７ｒＷ

　　　　　（一８．３２）（１５．８０）

　　　　Ｒ２：Ｏ．９８８　　　　，Ｓ１，＝＝ ３９，１０　　　１フＷ＝１ ．１０

　鮒　民間法人企業の直接税
　　　　　　　　　　　　　　　３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３
　　　ＴＦ＝一１，３２９＋Ｏ．５６３≠。 ・　（ｙＦ＋〃Ｅ）．乞／４＋４，１３１ｆ２ ・　ｙＤ１～／４
　　　　　　　　　　　　　　仁０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乞＝Ｏ
　　　　　（一〇．０３）　　（５．４８）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２．７３）

　　　　１モ２＝Ｏ．９８０　　　 ，ＳＥ：３４，８８　　　１つｙア＝２．９８

　鮒　政府利子払い

　　　ヱ１Ｖ１「Ｇ＝２２．１０＋Ｏ．０１９８，ＳＬ １

　　　　　　（１１．９８）（５４．７４）

　　　　Ｒ２＝Ｏ．９８９　　　　，Ｓ１７＝６，２７　　　　１フアｒ＝１ ．４６

〔７〕金　融

　甘　全国銀行貸出約定金利

　　　刀ＶＲ＝０，０５５＋Ｏ．０４９ヱＮＲＣ＋Ｏ．４３９ヱ１＼呪刀一１，７５３Ｅ－０６１）ＤＴＤ＋０６３３刀ＶＲ －１

　　　　　（０．１５）（６．３５）　　（５．８６）　　（一２．５１）　　　（１２．１２）

　　　　１モ２：Ｏ．９５９　　　　，Ｓｉ１，＝Ｏ．０４６　　　　１二）１７：３．８０

　価２１　コーノレ ・レート

　　　刀ＶＲ０＝一４，８５５＋１．６２３０ＤＲ＋３５，２４４（１ＦＷ／刀ＤＴＤ）十２，７１５Ｅ－０４ＧＢ

　　　　　　（一５．３２）（８．０１）　　（３．９６）　　　　　（Ｏ ．８９）

　　　　五２＝Ｏ．９２３　　　　ＳＥ＝０．３３７　　　　１）Ｗ＝Ｏ．５８

　鮒　要求払預金プラス定期性預金十Ｃ１）（残高）

　　　Ｄ刀ＴＤ＝一６９４９．６１＋３，１７４ｒＷ

　　　　　　　（一４．８４）（３７．４１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９７５）



２２０　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第６号）

　　　　　Ｒ２＝０，９７６　　　　ＳＥ＝２９７６．５　　　　１）ア１７＝０．０９

〔８〕国際収支

　　鮒　貿易収支

　　　　ＧＳＢ＝０７０７＋１００１（ＥＸＥ一〃ｘＷ） ・１０００／ＲＡＴＥ

　　　　　　　（Ｏ．１６）（２０３ ．３）

　　　　　１～２＝０，９９９　　　　，Ｓｉ１，＝１７，７４　　　　１）Ｗ＝２．７９

　　鮒　為替 レート

　　　　脳ＴＥ＝１６８．３５－３，５０８Ｅ－０３刀ぴ〃（７１１Ｖ～８３Ｉ） ・ＳＣＢ＋０，５３２舳肥一１

　　　　　　　　（４．６３）（一５．９４）　　　　　　　　　（５
．２９）

　　　　　Ｒ２＝Ｏ．９８４　　　　ＳＥ＝３．７４　　　　刀Ｈ＝２．１０

変　数記　号　表

記号上の一は外生変数を表わす 。

データの出所は以下のとおり略記。

ＡＲＮＡ： 国民経済計算年報（経済企画庁）

ＢＰＭ： 国際収支統計月報（日本銀行）

ＥＳＭ： 経済統計月報（目本銀行）
ＩＦＳ　Ｉｎｔｅｒｎａｔ１ｏｎａ１Ｆ１ｎａｎｃ１ａｌ　Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃｓ（ＩＭＦ）

ＭＢＦＳ　財政金融統計月報（大蔵省）

］〉［ＢＳ：Ｍｏｎｔｈ１ｙ　Ｂｕ１１ｅｔｉｎ　ｏｆ　Ｓｔａｔｉｓｔｉｃｓ（Ｕｎｉｔｅｄ　Ｎａｔｉｏｎｓ）

ＭＬＳ： 毎月勤労統計調査報告

ＳＲＴＧ　外国貿易概況（目本関税協会）

記　　号

〃亙

３ｓ

Ｃ

ＣＢ

ＣＤＣＤ０

０ＤｙＤ

ＣＷ

蘭
Ｄ１）ＴＤ

Ｅ

亙ｗ

変　　　数　　　名 単　　　位

在庫品評価調整額

一般政府債券発行残高

民間最終消費支出（実質）

経常収支
１Ｖ’ｙ＿ｙＷＬＰＲＧ＿ＰＲｌＶｌＰ＿ｙＺｌＶ－Ｔ＿ｙＤ１ア

　＿ｙＲＥＷＴ－ｙＦ－ｙＺＷＤ＋１ＷＴＧ

ｙＤ＿ＹＷＬ皿ＷＴ－ ｎＷ１）一ｙｐヱアーｙＲＥＷＴ

　－ＳＥＧ０＋ＴＨ＋ＳＥＧＲ

民問最終消費支出（名目）

現金通貨残高

要求払預金十定期性預金十Ｃ１）

財・ サーピスの輸出（実質）

財・ サーピスの輸出（名目）

残高

　　１０億円

　　　〃

７５年価格１０億円

　１００万ドル

　　１０億円

１０億円

　　　〃

　　　〃

　　１０億円

７５年価格１０億円

　　１０億円

出　　所

ＡＲＮＡ

ＡＲＮＡ

ＢＰＭ

ＡＲＮＡ

ＥＳＭ

ＥＳＭ

ＡＲＮＡ

（９７６）



構造変化と政策効果（山田） ２２１

記　　号

Ｅｒ

耐
Ｅｘ

ＥｘＮ

亙＆０

ＧＢ

ＧＣ

ＧＱＶ

匝
ＧヱＷ

Ｇノ

ＧＷ
ＧｌＶ

ＧＲ

ＧｓＢ

工亙

ヱＦｗ

亙
１Ｈｗ

ヱｗＲ

工ＷＲＣ

ヱｗＲ刀

１ＷＴＧ

Ｔ

ｌｗ

Ｋ

工亙

工Ｐ

ＬＴＣ

〃

〃ｗ

〃Ｒ

耐
〃ｒｗ

〃ｘ

変　　　数　　　名

海外からの要素所得（実質）

海外からの要素所得（名目）

財・ サービス等の輸出（実質）

財・ サービス等の輸出（名目）

誤差脱漏

一般政府債券（政府短期債十長期国債十地方債）

　純発行高

政府最終消費支出（実質）

政府最終消費支出（名目）

公的固定資本彩成（実質）

公的固定資本形成（名目）

公的在庫品増加（実質）

公的在庫品増加（名目）

公的支出（名目）

資本蓄積率（１００×ヱＦ／Ｋ－１）

財・ サーピス等バラソス（＝貿易収支十貿易外収
　支）

民間企業固定資本形成（実質）

民間企業固定資本形成（名目）

民問住宅投資（実質）

民問住宅投資（名目）

全国銀行貸出約定金利

コーノレ ・レート

定期預金金利（１年）

一般政府利子支払

民聞企業在庫品増加（実質）

民問企業在庫品増加（名目）

民問企業資本ストック（実質）

労働力人口

労働生産性（ｙ／Ｗ）

長期資本収支

財・ サービスの輸入（実質）

財・ サーピスの輸入（名目）

マーク ・アッ プ率（Ｎｙ１ア研）

海外への要素所得（実質）

海外への要素所得（名目）

財・ サーピスの輸入等（実質）

単　 位１出所
７５年価格１０億円

　　１０億円

７５年価格１０億円

　　１０億円

　１００万ドル

　　１０億円

７５年価格１０億円

　　１０億円

７５年価格１０億円

　　１０億円

７５年価格１０億円

　　１０億円

　　　〃

　　　％

　１００万ドル

７５年価格１０億円

　　１０億円

７５年価格１０億円

　　１０億円

％

〃

　〃

１０億円

７５年価格１０億円

　　１０億円

７５年価格１０億円

　　万人

　１００万ドル

７５年価格１０億円

　　１０億円

７５年価格１０億円

　　１０億円

７５年価格１０億円

ＡＲＮＡ

ＡＲＮＡ

ＥＳＭより

計算

ＡＲＮＡ

ＡＲＮＡ

ＡＲＮＡ

ＡＲＮＡ

ＢＰＭ１

ＡＲＮＡ

ＡＲＮＡ

ＥＳＭ

　〃
ＥＳｌ〉［

ＡＲＮＡ

ＡＲＮＡ

］〉［ＬＳ

ＢＰＭ

ＡＲＮＡ

ＡＲＮＡ

ＡＲＮＡ

（９７７）



２２２ 立命館経済学（第３３巻 ・第６号）

記　号１

〃ｘｗ

〃２ＣＤ

〃

ＷＧｒＲ

Ｗ１

胴
１Ｖ－Ｗ

ｗｙ

ＯＢ

０ＤＲ

ＯＰＲ

０ＴＲ

ｊｐ

ＰＣ

－ＰＥ

ＰＧＣ

－ＰＧ１

ＰｚＦ

ＰｚＨ

Ｐ〃

Ｐ０几

ＰＲＧ

１つＲｌＶＰ

所
亙

ＲＡｒＥ

ＲＰ

ＳＯＢ

ＳＥＧ０

８ＥＧＲ

ＳＧ

蘭
ＴＰ

ＴＦ

Ｔ亙

丁ヱ

変　　　数　　　名

財・ サーピスの輸入等（名目）

マネー・ サプライ（残高）

就業者数

ＳＧ＿ＴＴ＿ＳＥＧＲ＿ＰＲＧ＋ＧＱＶ＋刀ＶｒＧ＋ＳＥＧ０

個人業者数

１５歳以上人口

雇用者数

国民所得

総合収支

公定歩合

稼働率（Ｙ／７ｃ五Ｐ）

刀Ｂ一（Ｇ刀Ｖ－ＳＧ）

ＧＮＰデフレーター

民間最終消費支出デフレーター

輸出等デフレーター

政府最終消費デフレーター

公的固定資本形成デフレーター

民間企業固定資本彩成デフレーター

民問住宅投資デフレーター

輸入等デフレーター

原油価格

一般政府財産所得

対家計民間非営利団体財産所得

世界貿易価格

民問企業設備除却額

為替 レート（直物）

法人企業利潤率（配当控除後）

累積経常収支

杜会保障給付

杜会保障負担

政府貯蓄

短期資本収支

直接税

法人企業直接税

家計直接税

間接税

単　 位１出所
１０億円

　〃

万人

１０億円

　万人

　万人

　〃
１０億円

１００万ド ノレ

　％

１０億円

７５年＝１ ．Ｏ

　〃
〃

〃

〃

〃

〃

　〃
ドノレ／ｚ

１Ｏ億円

　〃
７０年＝１００

７５年価格１０億円

　円／ド ノレ

　　　劣

　１００万ド ノレ

　　１０億円

　　　〃

　〃
１００万ドル

１０億円

　〃
〃

〃

ＭＬＳ

ＭＬＳ

〃

ＢＰＭ

ＥＳＭ

ＡＲＮＡ

〃

〃

〃

〃

〃

〃

　〃

ＳＲＴＧ

ＡＲＮＡ

　〃

ＭＢＳ

ＩＦＳ

ＢＰＭ

ＡＲＮＡ

ＡＲＮＡ

ＡＲＮＡ

ＢＰＭ

ＡＲＮＡ

ＡＲＮＡ

ＡＲＮＡ

（９７８）



記　　号

ＴＲｗ

ｒｒ

Ｔｒ０

丁

百

石

ひ

ぴＲ

豚

阿
　

ＹＣムＰ

ｙｐ

ｙＤ１７

ｙのヱｙＯ

ＹＦ

Ｙ亙Ｂ－０＆ｒ

アｚｗＤ

ｗｗｒ

Ｙｗ

ＹＲＥｗＴ

ｙｗ

｝

万

Ｄワ〃（左）

乃

Ｈ

〃〃Ｅ

構造変化と政策効果（山田）

変　　　数　　　名

移転収支

租税総額

その他直接税

関接税率（Ｔ１／Ｎｙ）

一般法人所得税率

法人配当軽課税率

失業者数

失業率

賃金（１人当り雇用者所得）

世界貿易指数

国民総支出（実質）

生産能力

家計可処分所得

家計配当所得

その他配当所得

民問企業法人所得（配当控除後）

氏問企業法人所得（配当控除前）

個人企業所得

利子所得

国民総支出（名目）

家計賃貸料所得

雇用者所得

杜会保障給付／国民所得

杜会保障負担／国民所得

ダミー変数（去期１ ，その他０）

　（例，１）ひ〃（７０Ｉ－７３皿）

　　 １９７０年第１四半期～１９７３年第３四半期　 １

　　その他　　　　　　　　　　　　 ０）

亙／〃五ｘ（Ｈ）

全産業平均総労働時間

タイムトレソド
（１９６５年第ユ四半期：１ ，以下ユずつ増加）

単　　　位

１００万ドル

１０億円

　〃

　　万人

　　　％

　１０万円／人

　７０年＝１００

７５年価格１０億円

　　　〃

　　１０億円

　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　〃

２２３

１出所
ＢＰＭｌ

ＡＲＮＡ

ＭＢＦＳ

ＭＢＦＳ

ＭＬＳ

ＭＢＳ

ＡＲＮＡ

ＡＲＮＡ

　〃

ＡＲＮＡ

　〃

ＡＲＮＡ

　〃

ＡＲＮＡ

　〃

１〉［ＬＳ

（９７９）




